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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも、トナー像が担持搬送される像担持体と、該像担持体表面に近接または接触
する位置に設けられ前記像担持体表面を近接放電によって帯電する帯電部材と、前記像坦
持体上に当接するクリーニング部材と、前記像担持体表面に潤滑剤を塗布する潤滑剤塗布
手段とを備える画像形成装置において、前記潤滑剤塗布手段は固形潤滑剤とブラシローラ
から構成され、該ブラシローラは毛足長さの異なる２種類の繊維から成り、前記ブラシロ
ーラの毛足の長い方の繊維は潤滑剤と像担持体の両方に接触するのに対して、毛足の短い
方の繊維は潤滑剤と接触せず、像担持体のみに接触するように設定され、前記毛足の長い
方の繊維の線径が前記短い方の繊維のそれよりも細いことを特徴とする画像形成装置。
【請求項２】
　少なくとも、トナー像が担持搬送される像担持体と、該像担持体表面に近接または接触
する位置に設けられ前記像担持体表面を近接放電によって帯電する帯電部材と、前記像坦
持体上に当接するクリーニング部材と、前記像担持体表面に潤滑剤を塗布する潤滑剤塗布
手段とを備える画像形成装置において、前記潤滑剤塗布手段は固形潤滑剤とブラシローラ
から構成され、該ブラシローラは毛足長さの異なる２種類の繊維から成り、前記ブラシロ
ーラの毛足の長い方の繊維は潤滑剤と像担持体の両方に接触するのに対して、毛足の短い
方の繊維は潤滑剤と接触せず、像担持体のみに接触するように設定され、前記毛足の長い
方の繊維の弾性係数が前記短い方の繊維のそれよりも小さいことを特徴とする画像形成装
置。
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【請求項３】
　請求項１または２に記載の画像形成装置において、前記毛足の短い方の繊維は、ループ
状に形成されていることを特徴とする画像形成装置。
【請求項４】
　請求項１ないし３のいずれか１つに記載の画像形成装置において、前記毛足の長い方の
繊維は、ローラ軸の長手方向に対して斜めに植毛されていることを特徴とする画像形成装
置。
【請求項５】
　請求項１ないし４のいずれか１つに記載の画像形成装置において、前記ブラシローラは
繊維長さの異なる複数枚の短冊状シートを並べて螺旋状に芯金に巻いた構成であることを
特徴とする画像形成装置。
【請求項６】
　請求項１ないし５のいずれか１つに記載の画像形成装置において、前記潤滑剤が金属石
鹸であることを特徴とする画像形成装置。
【請求項７】
　請求項１ないし６のいずれか１つに記載の画像形成装置において、前記潤滑剤が疎水性
有機化合物（Ａ）、および両親媒性の有機化合物（Ｂ）を含むことを特徴とする画像形成
装置。
【請求項８】
　請求項１ないし７のいずれか１つに記載の画像形成装置において、前記像担持体は表層
として架橋硬化型樹脂からなる保護層を有することを特徴とする画像形成装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真方を用いた画像形成装置に関し、より詳細には、像坦持体に近接放
電によって帯電する帯電部材を有する画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真プロセスを用いる画像形成装置は、像担持体として感光体を備え、感光体の表
面に放電によって電荷を与え帯電させ、帯電した感光体表面を露光して静電潜像を形成し
、その静電潜像にトナーを供給して可視像化し、形成された感光体表面の可視像を転写紙
表面に転写した後、定着して排出する。可視像を転写した後の感光体表面には未転写のト
ナー等が残留するため、これらが次の画像形成に悪影響を与えないように、感光体表面は
クリーニング装置によりクリーニングされて次の画像形成プロセスに備えられる。クリー
ニング装置としては、ゴム等の弾性体からなるクリーニングブレードや合成樹脂の繊維を
ブラシ状に形成したクリーニングブラシを感光体表面に摺擦させて、未転写トナー等の付
着物を除去するものが一般的に知られている。
【０００３】
　ところが、上記のようなクリーニングブレードやクリーニングブラシは、感光体との摺
擦を続けると、経時で摩耗し、クリーニング性能が低下するという問題がある。また、感
光体表面も摩耗で膜厚が減少し寿命に達する。そこで、感光体とこれらのクリーニング部
材との間に働く摩擦抵抗を低減してクリーニング部材、感光体を長寿命化するために、感
光体表面に潤滑剤を塗布するなどの手法がとられている。また、感光体表面に潤滑剤を塗
布すると、感光体表面の摩擦係数が低下するため、トナーに外添される流動化剤や帯電制
御剤等がクリーニング部材との当接圧で感光体表面に膜状に固着する、いわゆるフィルミ
ングの発生を防止することができる。感光体上に現像されたトナーも感光体表面との付着
力が低減することで、転写性が向上する。
【０００４】
　一方、感光体と帯電ローラとの間に微小な隙間を形成して近接放電する帯電方式は、小
型で均一な帯電を得る事ができるため一般的に使用されているが、像担持体表面を近接放



(3) JP 4965217 B2 2012.7.4

10

20

30

40

50

電に直接さらすため像担持体表面を化学的に劣化させて像担持体の磨耗を促進することが
明らかになってきている。この近接放電による化学的劣化を防止するためには、像担持体
表面にステアリン酸亜鉛などの潤滑剤を均一に塗布することが有効であることがわかって
きた（例えば、特許文献１　参照。）。像担持体に潤滑剤を塗布するには特許文献１に記
載されているように、潤滑剤を当接したファーブラシで像担持体に塗布した後にクリーニ
ングブレードを当接するのが一般的である。
【０００５】
　感光体上に均一な保護膜を形成することで、近接帯電による化学的劣化を軽減し感光体
の寿命を延ばすことができる。ただし、潤滑剤の塗布量が多すぎたり、不均一に塗布され
ていた場合は、感光体表面と近接または接触する帯電ローラの表面を汚染したり、高温高
湿の環境下で潤滑剤が吸湿することにより、感光体表面に形成する静電潜像が流れ、画像
ボケを発生させてしまう。したがって、感光体表面に適切な量の潤滑剤を均一に塗布する
ことが重要である。潤滑剤塗布装置においては、潤滑剤を塗布するブラシローラの繊維の
密度を規定したり、固形潤滑剤をブラシローラ側に加圧する加圧部材を有し、その加圧力
を規定したり、ブラシローラの感光体表面への食い込み量等を規定した提案がなされてい
る（例えば、特許文献２　参照。）。
【０００６】
　ところで、近年高画質化への要求が高まっており、特に高精細なカラー画像形成を実現
させるため、トナーの小粒径化、球形化が進められている。小粒径化により、ドットの再
現性が良好になり、球形化により現像性、転写性の向上を図ることができる。従来の混練
粉砕法により、このような小粒径化、球形化したトナーを製造するのは非常に困難である
ことから、懸濁重合法、乳化重合法、分散重合法等により製造された重合トナーが採用さ
れつつある。
【０００７】
　また、感光体としては、安価であることから有機感光体が用いられてきた。有機感光体
を形成する樹脂としては、ポリカーボネート樹脂、アクリル樹脂等が実用化されている。
ただ、これらの樹脂を表面層に用いた時に、繰り返し使用によって表面層が次第に摩耗し
ていくため寿命は短い。そこで、感光体の高耐久化をはかるために、表面層に酸化チタン
、アルミナなどのフィラーを含有させたものが検討されており（例えば、特許文献３　参
照。）、さらなる高耐久化を図るために、表面層に連鎖重合性官能基を有する化合物を重
合または架橋によって硬化させた樹脂を用いることが検討されている（例えば、特許文献
４　参照。）。特に硬化性樹脂を用いた像担持体は、表面層を高硬度、高弾性でかつ均一
に形成することにより磨耗に対する耐久性が優れているだけでなく、トナーやトナー添加
剤などの異物が像担持体の表面に薄い膜状に付着して異常画像となるフィルミングと呼ば
れる問題に対して大変余裕度が高く、信頼性が高い。
【０００８】
【特許文献１】特開２００４－３４１４８０号公報
【特許文献２】特開平１０－２６０６１４号公報
【特許文献３】特開２００２－３４１５７１号公報
【特許文献４】特開２００４－３０２４５０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、これらのトナーや感光体を用いた場合にいくつかの問題が生じている。
　まず球形化。小粒径化されたトナーを用いた場合、画像形成後に行われる感光体上のク
リーニングにいくつかの問題を生じている。小粒径化されたトナーのクリーニングが、一
般的に用いられているブレードクリーニング方式では難しいということである。クリーニ
ングブレードは感光体表面を摺擦しながらトナーを除去するが、感光体との摩擦抵抗によ
りクリーニングブレードのエッジの部分が変形するため、感光体とクリーニングブレード
の間には微小な空間が生じる。この空間には小粒径のトナーであるほど侵入しやすい。そ
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して、侵入したトナーが球形に近い形状であるほど転がり摩擦力が小さいため、感光体と
クリーニングブレードとの空間で転がり始め、クリーニングブレードをすり抜け、クリー
ニング不良につながるというものである。このようなクリーニング不良を防ぐ対策として
、感光体表面に均一に潤滑剤を塗布し、感光体表面の摩擦係数を低減することが一層重要
になってきているが、潤滑剤の塗布量が多すぎると感光体表面と近接または接触する帯電
ローラの表面を汚染してしまうため、適正な量の制御が難しい。
【００１０】
　また、感光体の表面層に硬化性樹脂を用いた場合には、感光体の磨耗寿命は長くなるも
のの、ブレードとの滑り性が非常に悪いという問題がある。像坦持体表面の微小な凹凸が
ブレードとの滑り性に大きく寄与しており、表面凹凸が少なく平滑な硬化性樹脂に対して
はブレードの滑り性が悪く、ブレードのエッジが像担持体の回転方向に引き込まれてしま
う。潤滑剤を均一に塗布すると同時に感光体表面を適度に粗くしてブレードの滑り性を良
くする必要がある。また感光体が硬いため感光体上の付着物をきちんと除去しないとフィ
ルミングなどの不具合に発展する可能性もある。これらの目的のためにはブラシが細い繊
維では十分に機能しない。
　感光体上のトナーおよび付着物を除去する目的と、潤滑剤を適正に塗布する目的では、
ブラシに求められる構成が異なるのである。
【００１１】
　本発明は、上記問題点に鑑みて、感光体上への潤滑剤の適正な塗布と感光体表面のクリ
ーニングとの両方が可能なブラシを備えたプロセスカートリッジおよび画像形成装置を提
供することを課題とする。感光体表面のクリーニング性を向上させるとともに、適切な潤
滑剤を均一に塗布することにより、帯電工程における電気的ストレスから感光体を保護し
て、感光体や帯電部材を長寿命化させて、高品質の画像を長期に亘って安定して出力する
画像形成装置およびプロセスカートリッジを提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　請求項１に記載の発明では、少なくとも、トナー像が担持搬送される像担持体と、該像
担持体表面に近接または接触する位置に設けられ前記像担持体表面を近接放電によって帯
電する帯電部材と、前記像坦持体上に当接するクリーニング部材と、前記像担持体表面に
潤滑剤を塗布する潤滑剤塗布手段とを備える画像形成装置において、前記潤滑剤塗布手段
は固形潤滑剤とブラシローラから構成され、該ブラシローラは毛足長さの異なる２種類の
繊維から成り、前記ブラシローラの毛足の長い方の繊維は潤滑剤と像担持体の両方に接触
するのに対して、毛足の短い方の繊維は潤滑剤と接触せず、像担持体のみに接触するよう
に設定され、前記毛足の長い方の繊維の線径が前記短い方の繊維のそれよりも細いことを
特徴とする。
　請求項２に記載の発明では、少なくとも、トナー像が担持搬送される像担持体と、該像
担持体表面に近接または接触する位置に設けられ前記像担持体表面を近接放電によって帯
電する帯電部材と、前記像坦持体上に当接するクリーニング部材と、前記像担持体表面に
潤滑剤を塗布する潤滑剤塗布手段とを備える画像形成装置において、前記潤滑剤塗布手段
は固形潤滑剤とブラシローラから構成され、該ブラシローラは毛足長さの異なる２種類の
繊維から成り、前記ブラシローラの毛足の長い方の繊維は潤滑剤と像担持体の両方に接触
するのに対して、毛足の短い方の繊維は潤滑剤と接触せず、像担持体のみに接触するよう
に設定され、前記毛足の長い方の繊維の弾性係数が前記短い方の繊維のそれよりも小さい
ことを特徴とする。
【００１３】
　請求項３に記載の発明では、請求項１または２に記載の画像形成装置において、前記毛
足の短い方の繊維は、ループ状に形成されていることを特徴とする。
　請求項４に記載の発明では、請求項１ないし３のいずれか１つに記載の画像形成装置に
おいて、前記毛足の長い方の繊維は、ローラ軸の長手方向に対して斜めに植毛されている
ことを特徴とする。
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【００１４】
　請求項５に記載の発明では、請求項１ないし４のいずれか１つに記載の画像形成装置に
おいて、前記ブラシローラは繊維長さの異なる複数枚の短冊状シートを並べて螺旋状に芯
金に巻いた構成であることを特徴とする。
　請求項６に記載の発明では、請求項１ないし５のいずれか１つに記載の画像形成装置に
おいて、前記潤滑剤が金属石鹸であることを特徴とする。
【００１５】
　請求項７に記載の発明では、請求項１ないし６のいずれか１つに記載の画像形成装置に
おいて、前記潤滑剤が疎水性有機化合物（Ａ）、および両親媒性の有機化合物（Ｂ）を含
むことを特徴とする。
　請求項８に記載の発明では、請求項１ないし７のいずれか１つに記載の画像形成装置に
おいて、前記像担持体は表層として架橋硬化型樹脂からなる保護層を有することを特徴と
する。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、像担持体上のクリーニング能力を維持するために適切な量と状態で潤
滑剤を塗布しつつ、感光体上の付着物を除去することができる。これにより、像担持体表
面を長時間に亘って良好な状態に保つことができる。潤滑剤の凝集体が感光体上に残存す
る事がなくなるため、潤滑剤自体が帯電ローラを汚したり感光体上に膜を形成して異常画
像となることがなく、高品質の画像を安定して提供することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　図１は本発明を適用する画像形成装置の概略構成を示す図である。
　同図において符号１は感光体、９は露光装置、５１は一次転写ローラ、５２、５３、５
４はローラ、５６は中間転写ベルト、５７は中間転写ベルトクリーニング装置、６１は二
次転写ローラ、７１は定着ベルト、７２は加熱ローラ、７３は定着ローラ、７４は加圧ロ
ーラをそれぞれ示す。また、Ｙ、Ｍ、Ｃ、Ｋは色を示す添字である。
　画像形成装置は、その内部の略中央に中間転写ベルト５６を備えている。中間転写ベル
ト５６は、ポリイミドやポリアミド等の耐熱性材料からなり、中抵抗に調整された基体か
らなる無端状ベルトで、４つのローラ５２、５３、５４に掛け回して支持され、図中矢印
Ａ方向に回転駆動される。中間転写ベルト５６の上方にはイエロー（Ｙ）、マゼンタ（Ｍ
）、シアン（Ｃ）、ブラック（Ｋ）の各色トナーに対応した４つの作像ユニットが中間転
写ベルト５６のベルト面に沿って並んでいる。
【００１９】
　図２は４つの作像ユニットのうちの１つを拡大して示す図である。
　同図において符号２は帯電装置、３は潤滑剤塗布装置、４は現像装置、８はクリーニン
グ装置をそれぞれ示す。
　いずれの作像ユニットでも同様の構成であるので、この図においては、色の区別を示す
Ｙ、Ｍ、Ｃ、Ｋの表示を省略する。各作像ユニットは感光体１を有し、各感光体１の周り
には、感光体１表面に電荷を与える帯電装置２、感光体１表面に形成された潜像を各色ト
ナーで現像してトナー像とする現像装置４、感光体１表面に潤滑剤を塗布する潤滑剤塗布
装置３、トナー像転写後の感光体１表面のクリーニングをするクリーニング装置８がそれ
ぞれ配置されている。
　また、図１を参照すると、4つの作像ユニットの上方には、帯電した各感光体の表面に
各色の画像データに基づいて露光をし、潜像を形成する露光装置９が備えられている。
　中間転写ベルト５６を挟んで、各感光体１と対向する位置には、感光体１上に形成され
たトナー像を中間転写ベルト５６上に一次転写する一次転写ローラ５１がそれぞれ配置さ
れている。一次転写ローラ５１は、図示しない電源に接続されており、所定の電圧が印加
される。
【００２０】
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　中間転写ベルト５６のローラ５２で支持された部分の外側には、二次転写ローラ６１が
圧接されている。二次転写ローラ６１は、図示しない電源に接続されており、所定の電圧
が印加される。二次転写ローラ６１と中間転写ベルト５６との接触部が二次転写部であり
、中間転写ベルト５６上のトナー像が転写紙に転写される。
　中間転写ベルト５６のローラ５３で支持された部分の外側には、二次転写後の中間転写
ベルト５６の表面をクリーニングする中間転写ベルトクリーニング装置５７が設けられて
いる。
　二次転写部の下流には、転写紙上のトナー像を転写紙に半永久的に定着させる定着装置
７０が備えられている。定着装置７０は、内部にハロゲンヒータを有する加熱ローラ７２
 および定着ローラ７３に巻き掛けられた無端の定着ベルト７１と、定着ベルト７１を介
して定着ローラ７３に対向、圧接して配置される加圧ローラ７４とから構成されている。
【００２１】
　以下に、本画像形成装置の特徴をより詳細に説明する。
　感光体１は、有機感光体であり、ポリカーボネート系の樹脂で表面保護層が形成されて
いる。
　帯電装置２は、帯電部材として導電性芯金の外側に中抵抗の弾性層を被覆して構成され
る帯電ローラ２ａを備える。帯電ローラ２ａは、感光体１に対して微小な間隙をもって配
設される。この微小な間隙は、例えば、帯電ローラ２ａの両端部の非画像形成領域に一定
の厚みを有するスペーサ部材を巻き付けるなどして、スペーサ部材の表面を感光体１表面
に当接させることで、設定することができる。また、帯電ローラ２ａには、帯電ローラ２
ａ表面に接触してクリーニングする帯電クリーニング部材２ｂが設けられている。
　本発明において用いる帯電ローラ２ａは、感光体に対して接触、または非接触近接に配
置して近接放電を起こすことにより感光体表面を帯電させる方式のものを用いる。
　上記で、接触とは感光体に帯電ローラが直接接触していることであり、非接触近接とは
感光体と帯電ローラの間に２００μｍ以下の空隙が存在していることを言う。非接触近接
方式は帯電部材の表面が感光体表面に残留したトナー等によって汚染されにくいというメ
リットがある。
【００２２】
　帯電ローラは、例えばＳＵＭ－Ｎｉメッキ（鋼の表面をニッケルメッキ仕上げ）で形成
した例えば外形φ８ｍｍの金属軸である芯金の外周に、例えばエピクロルヒドリンゴムか
らなり、体積固有抵抗値を１×１０３～１×１０８Ω・ｃｍとした弾性ローラ部を例えば
肉厚１．５ｍｍの層として形成したものである。さらに弾性ローラ部は、例えばゴム自体
のテストピース硬度が６０度のものを使用する。また、表面が硬質な帯電ローラ２ａの具
体例としては、例えば、抵抗調整層を高分子型イオン導電剤が分散する熱可塑性樹脂組成
物（ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリメタクリル酸メチル、ポリスチレンおよびその
共重合体等）により形成し、抵抗調整層の表面を硬化剤により硬化皮膜処理されたものが
挙げられる。
【００２３】
　また硬化皮膜処理は、例えば、イソシアネート含有化合物を含む処理溶液に抵抗調整層
を浸漬させることにより行われるが、抵抗調整層の表面に改めて硬化処理皮膜層を形成す
ることにより行われてもよい。また、帯電ローラ部の両端部に、それぞれ例えばポリエス
テル、またはポリエチレンテレフタレートからなる片面が粘着面に形成された粘着シート
を貼ることによって、感光体と帯電ローラの間に空隙を作ることができ、非接触近接方式
を実現できる。そして、帯電ローラ芯金に直流電圧または交流電圧と直流電圧を重畳した
電圧を印加することによって、近接放電を起こして感光体の表面を帯電できる。これによ
り、放電ワイヤを用いた、いわゆるコロトロンやスコロトロンと言われるコロナ放電器と
比して、帯電時に発生するオゾン量を大幅に抑制することが可能となる。
【００２４】
　現像装置４は、感光体１と対向する位置に、内部に磁界発生手段を備える現像スリーブ
４ａが配置されている。現像スリーブ４ａの下方には、図示しないトナーボトルから投入
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されるトナーを現像剤と混合し、攪拌しながら現像スリーブ４ａへ汲み上げるための２つ
のスクリュー４ｂが備えられている。現像スリーブ４ａによって汲み上げられるトナーと
磁性キャリアからなる現像剤は、ドクターブレード４ｃによって所定の現像剤層の厚みに
規制され、現像スリーブ４ａに担持される。現像スリーブ４ａは、感光体１との対向位置
において同方向に移動しながら、現像剤を担持搬送し、トナーを感光体１の潜像面に供給
する。
　なお、図１においては、二成分現像方式の現像装置４の構成を示したが、これに限るも
のではなく、一成分現像方式の現像装置であっても適用可能である。
【００２５】
　潤滑剤塗布装置３は、固定されたケースに収容された固形潤滑剤３ｂと、固形潤滑剤３
ｂに接触して潤滑剤を削り取り、感光体１に塗布するブラシローラ３ａとを備える。固形
潤滑剤３ｂは、直方体状に形成されており、加圧部材３ｃによってブラシローラ３ａ側に
付勢されている。加圧部材３ｃは、板バネ、圧縮バネ等のバネがよく、特に図に示すよう
に圧縮バネを好適に用いることができる。固形潤滑剤３ｂはブラシローラ３ａによって削
り取られ消耗し、経時的にその厚みが減少するが、加圧部材３ｃで加圧されているために
常時ブラシローラ３ａに当接している。ブラシローラ３ａは、回転しながら削り取った潤
滑剤を感光体１表面に塗布する。
【００２６】
　この潤滑剤塗布装置３の下流には、クリーニング装置８が設置されている。
　クリーニング装置８は、クリーニングブレード８ａ、支持部材８ｂ、トナー回収コイル
８ｃ、ブレード加圧スプリング８ｄを備える。クリーニングブレード８ａは、ウレタンゴ
ム、シリコーンゴム等のゴムを板状に形成してなり、そのエッジが感光体１表面に当接す
るようにして設けられ、転写後に残留する感光体１上のトナーを除去する。クリーニング
ブレード８ａは、金属、プラスチック、セラミック等からなる支持部材８ｂに貼着されて
支持され、感光体１表面に対し所定の角度で設置される。また、ブレード加圧スプリング
８ｄによって所定の当接圧、食い込み量で感光体１表面に当接する。
　クリーニングブレード８ａは感光体１上のトナーを除去するとともに、潤滑剤塗布装置
３で感光体上に塗布された潤滑剤を薄い膜状に延ばす塗布ブレードの役割も行う。
【００２７】
　図３は潤滑剤塗布装置の他の実施形態を示す図である。
　潤滑剤塗布装置３は、固定されたケースに収容された固形潤滑剤３ｂと、固形潤滑剤３
ｂに接触して潤滑剤を削り取り、感光体１に塗布するブラシローラ３ａとを備える。固形
潤滑剤３ｂは、直方体状に形成されており、加圧部材３ｃによってブラシローラ３ａ側に
付勢されている。加圧部材３ｃは、板バネ、圧縮バネ等のバネがよく、特に図に示すよう
に圧縮バネを好適に用いることができる。固形潤滑剤３ｂはブラシローラ３ａによって削
り取られ消耗し、経時的にその厚みが減少するが、加圧部材３ｃで加圧されているために
常時ブラシローラ３ａに当接している。ブラシローラ３ａは、回転しながら削り取った潤
滑剤を感光体１表面に塗布する。 さらにブラシローラ３ａの下流側に均しブレード３ｄ
と支持部材３ｅと加圧スプリング３ｆが設置されている。ブラシローラ３ａで感光体上に
塗布された粒状の潤滑剤は、均しブレード３ｄによって感光体上に均一な膜に形成される
。
【００２８】
　この潤滑剤塗布装置３の上流には、次に説明するクリーニング装置８が設置されている
。
　クリーニング装置で感光体１上の転写残トナーを除去した上で潤滑剤を塗布するため、
トナー入力に左右されずに均一に感光体上に潤滑剤を塗布することができる。
　クリーニング装置８は、クリーニングブレード８ａ、支持部材８ｂ、トナー回収コイル
８ｃ、ブレード加圧スプリング８ｄを備える。クリーニングブレード８ａは、ウレタンゴ
ム、シリコーンゴム等のゴムを板状に形成してなり、そのエッジが感光体１表面に当接す
るようにして設けられ、転写後に残留する感光体１上のトナーを除去する。クリーニング
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ブレード８ａは、金属、プラスチック、セラミック等からなる支持部材８ｂに貼着されて
支持され、感光体１表面に対し所定の角度で設置される。また、ブレード加圧スプリング
８ｄによって所定の当接圧、食い込み量で感光体１表面に当接する。
【００２９】
　潤滑剤塗布装置３についてより詳細に説明する。
　固形潤滑剤３ｂは、脂肪酸金属塩（金属石鹸）、フッ素系樹脂等からなるものが使用で
きるが、特に脂肪酸金属塩が好ましい。脂肪酸金属塩としては、例えば、ミリスチン酸、
パルミチン酸、ステアリン酸、オレイン酸等の直鎖状炭化水素の脂肪酸金属塩が挙げられ
、金属としては、リチウム、マグネシウム、カルシウム、ストロンチウム、亜鉛、カドミ
ウム、アルミニウム、セリウム、チタン、鉄などが挙げられる。これらの中で、ステアリ
ン酸亜鉛、ステアリン酸マグネシウム、ステアリン酸アルミニウム、ステアリン酸鉄など
が好ましく、特に、ステアリン酸亜鉛が好ましい。
　また潤滑剤として以下のような構成のものも適している。
【００３０】
　疎水性有機化合物（Ａ）、および両親媒性の有機化合物（Ｂ）を必須の成分として含ん
でいるもの。
　疎水性有機化合物（Ａ）の例としては、前述のような、脂肪族飽和炭化水素、脂肪族不
飽和炭化水素、脂環式飽和炭化水素、脂環式不飽和炭化水素や芳香族炭化水素に分類され
る炭化水素類の他に、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、ポリパーフルオロアル
キルエーテル（ＰＦＡ）、パーフルオロエチレン－パーフルオロプロピレン共重合体（Ｆ
ＥＰ）、ポリビニリデンフルオリド（ＰＶｄＦ）、エチレン－テトラフルオロエチレン共
重合体（ＥＴＦＥ）等のフッ素系樹脂やフッ素系ワックス類、ポリメチルシリコーン、ポ
リメチルフェニルシリコーン等のシリコーン樹脂やシリコーン系ワックス類等が挙げられ
るが、これに限るものではない。
【００３１】
　他方、両親媒性の有機化合物（Ｂ）としては、前述のように陰イオン系界面活性剤、陽
イオン系界面活性剤、両イオン系界面活性剤、非イオン系界面活性剤等が挙げられる。
　陰イオン系界面活性剤の例としては、アルキルベンゼンスルホン酸塩、α－オレフィン
スルホン酸塩、アルカンスルホン酸塩、硫酸アルキル塩、硫酸アルキルポリオキシエチレ
ン塩、リン酸アルキル塩、長鎖脂肪酸塩、α－スルホ脂肪酸エステル塩、アルキルエーテ
ル硫酸塩等の、疎水性部位の末端に陰イオン（アニオン）を有し、これと、ナトリウム、
カリウム等のアルカリ金属イオン、マグネシウム、カルシウムなどのアルカリ土類金属イ
オン、アルミニウム、亜鉛等の金属イオン、アンモニウムイオン等が結合した化合物が挙
げられる。
　陽イオン系界面活性剤の例としては、アルキルトリメチルアンモニウム塩、ジアルキル
メチルアンモニウム塩、アルキルジメチルベンジルアンモニウム塩等の、疎水性部位の末
端に陽イオン（カチオン）を有し、これと、塩素、フッ素、臭素等や、リン酸イオン、硝
酸イオン、硫酸イオン、チオ硫酸イオン、炭酸イオン、水酸イオン等が結合した化合物が
挙げられる。
【００３２】
　両イオン系界面活性剤の例としては、ジメチルアルキルアミンオキシド、Ｎ－アルキル
ベタイン、イミダゾリン誘導体、アルキルアミノ酸等が挙げられる。
　非イオン系界面活性剤の例としては、長鎖アルキルアルコール、アルキルポリオキシエ
チレンエーテル、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル、脂肪酸ジエタノールア
ミド、アルキルポリグルコキシド、ポリオキシエチレンソルビタンアルキルエステル等の
アルコール化合物、エーテル化合物、アミド化合物等が挙げられる。また、ラウリン酸、
パルチミン酸、ステアリン酸、ベヘン酸、リグノセリン酸、セロチン酸、モンタン酸、メ
リシン酸等の長鎖アルキルカルボン酸と、エチレングリコール、プロピレングリコール、
グリセリン、エリスリトール、ヘキシトール等の多価アルコールやこれらの部分無水物と
のエステル化合物も好ましい形態として挙げられる。
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【００３３】
　エステル化合物のより具体的な例としては、モノステアリン酸グリセリル、ジステアリ
ン酸グリセリル、モノパルチミン酸グリセリル、ジラウリン酸グリセリル、トリラウリン
酸グリセリル、ジパルチミン酸グリセリル、トリパルチミン酸グリセリル、ジミリスチン
酸グリセリル、トリミリスチン酸グリセリル、パルチミン酸ステアリン酸グリセリル、モ
ノアラキジン酸グリセリル、ジアラキジン酸グリセリル、モノベヘン酸グリセリル、ステ
アリン酸ベヘン酸グリセリル、セロチン酸ステアリン酸グリセリル、モノモンタン酸グリ
セリル、モノメリシン酸グリセリル等のアルキルカルボン酸グリセリルやこの置換物、モ
ノステアリン酸ソルビタン、トリステアリン酸ソルビタン、モノパルチミン酸ソルビタン
、ジパルチミン酸ソルビタン、トリパルチミン酸ソルビタン、ジミリスチン酸ソルビタン
、トリミリスチン酸ソルビタン、パルチミン酸ステアリン酸ソルビタン、モノアラキジン
酸ソルビタン、ジアラキジン酸ソルビタン、モノベヘン酸ソルビタン、ステアリン酸ベヘ
ン酸ソルビタン、セロチン酸ステアリン酸ソルビタン、モノモンタン酸ソルビタン、モノ
メリシン酸ソルビタン等のアルキルカルボン酸ソルビタンやこの置換物等が挙げられるが
、これに限るものではない。
　また、これらの両親媒性有機化合物は複数種類を併用しても良い。
【００３４】
　本発明の像担持体潤滑剤を、一定の形状、例えば角柱状や円柱状に成型するための方法
としては、固体物質の成型方法として公知の方法を、用いることができる。
　例としては、溶融成型方法、粉末成型法、熱プレス成型法、冷間等方圧プレス法（ＣＩ
Ｐ）、熱間等方圧プレス法（ＨＩＰ）などが挙げられるが、これに限られるものではない
。
　溶融成型方法を例に、具体的な像担持体潤滑剤の成型方法を説明する。
　予め像担持体潤滑剤の溶融温度以上に加熱した、所定形状の型枠中に、加熱溶融したア
ルキルカルボン酸グリセリルの所定量を注ぎ込み、必要に応じて融点以上の温度で一定時
間維持後、放冷もしくは徐冷により冷却し、成型体を得ることができる。また、成型体の
内部歪みを除去するために、冷却の途中で、像担持体潤滑剤成分の相転移温度を下回る温
度まで冷却が進んだ後に、再度、相転移温度以上の温度まで緩やかに再加熱しても良い。
　室温近傍の温度まで冷却後、成型体を型枠から外し、像担持体潤滑剤の成型体を得る。
　また、この後、更に切削加工などにより、像担持体潤滑剤の形状を整えても良い。
　上述の型枠としては、熱伝導性のよさ、寸法精度の良さから鋼材、ステンレス、アルミ
ニウムなどの金属製型枠が好ましい。また、型枠内壁面には、離型性を良くするために、
フッ素樹脂、シリコーン樹脂などの離型剤をコーティングすることが好ましい。
【００３５】
　上記のような脂肪酸金属塩を直方体状に成型した固形潤滑剤３ｂは、図示しない潤滑剤
保持部材に固定されている。固形潤滑剤３ｂを収容するケースには、ブラシローラ３ａ側
に付勢する複数の加圧部材３ｃが、長手方向に並んで設けられている。
　固形潤滑剤３ｂのブラシローラ３ａへの加圧力は、複数の加圧部材３ｃの加圧力の総圧
で２００～１０００ｍＮの範囲になるようにする。総圧が２００ｍＮ未満では、ブラシロ
ーラ３ａで十分に固形潤滑剤３ｂの掻き取りが行われず、感光体１表面への潤滑剤塗布量
が不足する。これにより、クリーニングブレード８ａや感光体１表面の摩耗を促進し、転
写残トナー等のクリーニング不良が発生しやすくなる。また、総圧が１０００ｍＮを超え
ると、感光体１表面への潤滑剤塗布量が過多となる。これは、固形潤滑剤３ｂの消耗が早
まるばかりでなく、感光体１表面が、吸湿性の脂肪酸金属塩等からなる潤滑剤が過剰に塗
布されることで湿度の影響を受けて、静電潜像が流れ、画像ボケを発生するという不具合
の要因となる。したがって、固形潤滑剤３ｂは、ブラシローラ３ａに対し総圧２００～１
０００ｍＮで加圧されるのが好ましい。
【００３６】
　ブラシローラはステンレス、鉄などからなる芯金に繊維からなるシートが接着されてい
る。芯金の外径はφ６、ブラシローラの外径としてはφ１４である。
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　ブラシ繊維の具体的な材料としては、一般的に公知の材料から１種ないし２種以上を選
択して使用する事ができる。具体的には、ポリオレフィン系樹脂（例えばポリエチレン、
ポリプロピレン）；ポリビニルおよびポリビニリデン系樹脂（例えばポリスチレン、アク
リル樹脂、ポリアクリロニトリル、ポリビニルアセテート、ポリビニルアルコール、ポリ
ビニルブチラール、ポリ塩化ビニル、ポリビニルカルバゾール、ポリビニルエーテルおよ
びポリビニルケトン）；塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体；スチレン－アクリル酸共重合
体；スチレン－ブタジエン樹脂；フッ素樹脂（例えばポリテトラフルオロエチレン、ポリ
フッ化ビニル、ポリフッ化ビニリデン、ポリクロロトリフルオロエチレン）；ポリエステ
ル；ナイロン；アクリル；レーヨン；ポリウレタン；ポリカーボネート；フェノール樹脂
；アミノ樹脂（例えば尿素－ホルムアルデヒド樹脂、メラミン樹脂、ベンゾグアナミン樹
脂、ユリア樹脂、ポリアミド樹脂）；などの内、可撓性を持つ樹脂を使用することができ
る。
　また、撓みの程度を調整するために、ジエン系ゴム、スチレン－ブタジエンゴム（ＳＢ
Ｒ）、エチレンプロピレンゴム、イソプレンゴム、ニトリルゴム、ウレタンゴム、シリコ
ーンゴム、ヒドリンゴム、ノルボルネンゴム等を複合して用いても良い。
【００３７】
　また、ブラシ表面には必要に応じてブラシの表面形状や環境安定性などを安定化するこ
となどを目的として、被覆層を設けても良い。被覆層を構成する成分としては、ブラシ繊
維の撓みに応じて変形することが可能な被覆層成分を用いることが好ましく、これらは、
可撓性を保持し得る材料であれば、何ら限定されること無く使用でき、例えばポリエチレ
ン、ポリプロピレン、塩素化ポリエチレン、クロロスルホン化ポリエチレン等のポリオレ
フィン系樹脂；ポリスチレン、アクリル（例えばポリメチルメタクリレート）、ポリアク
リロニトリル、ポリビニルアセテート、ポリビニルアルコール、ポリビニルブチラール、
ポリ塩化ビニル、ポリビニルカルバゾール、ポリビニルエーテル、ポリビニルケトン等の
ポリビニルおよびポリビニリデン系樹脂；塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体；オルガノシ
ロキサン結合からなるシリコーン樹脂またはその変成品（例えばアルキッド樹脂、ポリエ
ステル樹脂、エポキシ樹脂、ポリウレタン等による変成品）；パーフルオロアルキルエー
テル、ポリフルオロビニル、ポリフルオロビニリデン、ポリクロロトリフルオロエチレン
等の弗素樹脂；ポリアミド；ポリエステル；ポリウレタン；ポリカーボネート；尿素－ホ
ルムアルデヒド樹脂等のアミノ樹脂；エポキシ樹脂や、これらの複合樹脂等が挙げられる
。
【００３８】
　図４はブラシの構成を説明するための模式図である。同図（ａ）は毛足の長い繊維の比
率を毛足の短い繊維よりも大きくした場合、同図（ｂ）は両者の比率を等しくした場合を
それぞれ示す図である。
　同図において符号３ａ２は毛足の長い繊維を有するシート、３ａ３は毛足の短い繊維を
有するシートをそれぞれ示す。
　ブラシローラは毛足長さの異なる２種類の繊維から構成されている。
　ブラシローラの長い方の繊維は毛足長さが５ｍｍで固形潤滑剤と像担持体の両方に接触
するのに対して、ブラシローラの短い方の繊維は毛足長さが３ｍｍである。短い方の繊維
は固形潤滑剤とは接触せず像担持体のみに接触するよう、感光体に対するブラシの軸の位
置、ブラシに対する固形潤滑剤の当接圧が調整されている。
　長い方の繊維は０．５～３デニール、ブラシ繊維の密度は１０万～６０万本／ｉｎｃｈ
２であり、短い方の繊維はそれよりも太く、６～２０デニール、ブラシ繊維の密度が１万
～５万本／ｉｎｃｈ２である。
　ブラシローラは同図（ａ）、（ｂ）に示すように、繊維長さの異なる二つのシート３ａ
２、３ａ３を並べて螺旋状に芯金３ａ１に貼り付けることにより、毛足長さの異なるブラ
シローラを作製する。シートの幅の比率により、毛足の長い繊維３ａ２と短い繊維３ａ３
の本数の比率を調整できる。
【００３９】
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　本発明者らが、潤滑剤の感光体上での存在状態を詳細に観察した結果、潤滑剤はブラシ
で掻き取られた直後は粉状に存在しており、これが各プロセス、特にブレード部を通過す
る際に膜状に引き延ばされ、潤滑性を発揮していることが判った。また、膜状に存在する
潤滑剤は帯電部材には転移しないが、粉状の潤滑剤は、帯電部材に電界で転移し、汚れの
原因となることが明らかとなった。ブラシ繊維が太い場合には潤滑剤の粒状の塊は大きく
なり、ブラシ繊維が細い場合にはこの粒状の塊は小さく数も少なくなることがわかってき
た。ブラシ繊維が太すぎると、ブラシで固形潤滑剤を掻き取った際に潤滑剤の粒状の塊が
増え、感光体表面に粒状で付着する。粒状の潤滑剤の塊はブレードを擦り抜け、感光体表
面に数ミクロンオーダーの粒状の潤滑剤が存在することになる。本発明では固形潤滑剤と
接触するブラシ繊維の太さを０．５～３デニールとすることで、潤滑剤塗布後の感光体表
面で粒状となる潤滑剤を減らして、帯電ローラの汚れを抑えている。
【００４０】
　一方の短い方の繊維は長い方の繊維に比べてブラシ繊維が太く、ブラシ繊維太さが６～
２０デニール、ブラシ繊維密度が１万～５万本／ｉｎｃｈ２である。感光体上の残留トナ
ーを散らすと同時に、感光体表面を適度に粗して研磨し潤滑剤が塗布しやすいようにして
いる。本実施例のように架橋硬化型樹脂を表面層としている感光体においては、硬度が高
いため繊維が太くとも感光体の膜厚減少は少なく、逆に繊維が太い方が感光体表面を粗く
することで凹凸が形成されて潤滑剤の均一な膜が形成されやすい。同じ効果を得る方法と
して素材の弾性係数がより大きい繊維を用いる方法もある。この場合には、繊維の太さを
それほど太くしなくてもよくなる。繊維の太さと弾性係数を組み合わせれば、より適切な
特性を得ることができる。
【００４１】
　塗布ブラシローラ３ａの下流に、クリーニング装置として、クリーニングブレード８ａ
、支持部材８ｂ、加圧スプリング８ｃが設置されている。クリーニングブレード８ａで感
光体上に残ったトナーを除去するとともに、塗布ブラシローラ３ａで感光体上に塗布され
た潤滑剤を均一に伸ばして、薄い層を形成している。長さと太さの異なる二つの繊維から
なるブラシを設置することで、感光体上のトナーの除去、感光体上の表面の研磨、潤滑剤
の塗布を１本のブラシで行うことができる。
　ブラシローラ３ａの回転方向は、図２に示すように、感光体１移動方向に対し順方向で
あることが好ましい。ブラシローラ３ａの回転方向を感光体１移動方向に対し逆方向にす
ると、ブラシローラ３ａのブラシ繊維に付着した潤滑剤の粉体が、感光体１表面に当接し
た衝撃ではじき飛ばされてしまい、均一で効率的な塗布が行えない。したがって、ブラシ
ローラ３ａの回転方向は、感光体１移動方向と順方向であることがよい。
【００４２】
　図５はブラシローラの他の実施形態を示すも式図である。同図（ａ）は植毛の角度を変
えた例を示す図、同図（ｂ）は植毛をループ状にした例を示す一部省略拡大図である。
　同図（ａ）に示すように、毛足の長い、細い繊維３ａ２のみをブラシの軸長手方向に対
して斜めに植毛されていても良い。毛倒れしていることで、固形潤滑剤の掻き取りがより
柔らかくなり、感光体上に潤滑剤の粒状の塊の無い均一な塗布ができる。図４に示すよう
に構成すると、１断面では長い毛足と短い毛足が狭い間隔を置いて交互に並ぶことになる
が、回転した場合、潤滑剤や感光体には軸方向のすべての位置で長い毛足も短い毛足も共
に接触するので、同図のように模式的に示した。
　さらに別の実施例においては、同図（ｂ）に示すように、毛足の短い繊維３ａ３のみを
ループ状に形成している。ループ形状を形成することにより剛性が高くなり、ブラシとし
て感光体を磨耗させる力が強く、感光体の表面を適度に磨耗して表面を粗く維持すること
が可能となる。なお、同図では見やすくするため、毛足の長い方のブラシを一部省略して
示してある。
【００４３】
　以上のような構成からなる潤滑剤塗布装置３を画像形成装置に備えることにより、感光
体１表面に適切な量の潤滑剤が均一に塗布され、潤滑剤の均一な薄膜を形成することがで
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きる。これにより、クリーニングブレード８ａおよび感光体１表面の摩耗を防ぐこととと
もに、潤滑剤による帯電ローラの汚れを低減して、長期に亘り安定した画像を得る事がで
きる。
【００４４】
　上記の潤滑剤塗布装置３は、感光体１表面に潤滑剤を塗布するのみならず、例えば、図
１の中間転写ベルト５６表面に潤滑剤を塗布する装置としても使用することができる。こ
の場合、中間転写ベルトクリーニング装置５７に隣接して潤滑剤塗布装置３を設けるか、
あるいは中間転写ベルトクリーニング装置５７に含んで構成することができる。中間転写
ベルトクリーニング装置５７よりも中間転写ベルト５６移動方向上流側に潤滑剤塗布装置
３を設け、中間転写ベルト５６表面に潤滑剤を塗布し、それを中間転写ベルトクリーニン
グ装置５７に備えられたクリーニングブレードにより引き延ばして、潤滑剤の薄層を形成
する。これにより、二次転写ローラ６１とのニップ部において二次転写されずに中間転写
ベルト５６表面に残存するトナー等の付着物を良好にクリーニングすることができる。
【００４５】
　さらに、上記の潤滑剤塗布装置３を、感光体１と、帯電装置２、現像装置４およびクリ
ーニング装置８から選択される任意の手段とを含んで一体に支持し、画像形成装置本体に
着脱自在に形成したプロセスカートリッジとすることができる。プロセスカートリッジ内
における潤滑剤塗布装置３の設置位置は、クリーニング装置８と一体とする場合は、既に
説明したように、クリーニング装置８よりも感光体１移動方向上流側とする。本プロセス
カートリッジによって、感光体１表面のクリーニング性能を長期に亘って維持し、画質の
劣化を生じさせることのないプロセスカートリッジとすることができる。
【００４６】
　ここで、本発明において用いられる感光体について詳細に説明する。
　本発明の画像形成装置に用いる感光体は、導電性支持体の上に感光層が設けられている
。感光層の構成は電荷発生材と電荷輸送材を混在させた単層型、あるいは電荷発生層の上
に電荷輸送層を設けた順層型、あるいは電荷輸送層の上に電荷発生層を設けた逆層型があ
る。また、感光体の機械的強度、耐磨耗性、耐ガス性、クリーニング性等の向上のため、
感光層の上に保護層を設けることもできる。感光層と導電性支持体の間には下引き層が設
けられていてもよい。また各層には必要により可塑剤、酸化防止剤、レベリング剤等を適
量添加することもできる。
【００４７】
　感光体の導電性支持体としては、体積抵抗１０１０Ω・ｃｍ 以下の導電性を示すもの
、例えば、アルミニウム、ニッケル、クロム、ニクロム、銅、金、銀、白金などの金属、
酸化スズ、酸化インジウムなどの金属酸化物を、蒸着またはスパッタリングにより、フィ
ルム状もしくは円筒状のプラスチック、紙に被覆したもの、あるいはアルミニウム、アル
ミニウム合金、ニッケル、ステンレスなどの板、およびそれらを押し出し、引き抜きなど
の工法でドラム状に素管化後、切削、超仕上げ、研摩などの表面処理した管などを使用す
ることができる。ドラム状の支持体としては、直径が２０～１５０ｍｍ、好ましくは、２
４～１００ｍｍ、さらに好ましくは２８～７０ｍｍのものを用いることができる。ドラム
状の支持体の直径が２０ｍｍ以下では、ドラム周辺に帯電、露光、現像、転写、クリーニ
ングの各工程を配置することが物理的に難しく、ドラム状の支持体の直径が１５０mm以上
では画像形成装置が大きくなってしまい好ましくない。特に、画像形成装置がタンデム型
の場合には、複数の感光体を搭載する必要があるため、直径は７０mm以下、好ましくは６
０mm以下であることが好ましい。また、公知のエンドレスニッケルベルト、エンドレスス
テンレスベルトも導電性支持体として用いることができる。
【００４８】
　本発明の画像形成装置に用いる感光体の下引層としては樹脂、あるいは白色顔料と樹脂
を主成分としたもの、および導電性基体表面を化学的あるいは電気化学的に酸化させた酸
化金属膜等が例示できるが、白色顔料と樹脂を主成分とするものが好ましい。白色顔料と
しては、酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化ジルコニウム、酸化亜鉛等の金属酸化物が
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挙げられ、中でも導電性基体からの電荷の注入防止性が優れる酸化チタンを含有させるこ
とが最も好ましい。下引層に用いる樹脂としてはポリアミド、ポリビニルアルコール、カ
ゼイン、メチルセルロース等の熱可塑性樹脂、アクリル、フェノール、メラミン、アルキ
ッド、不飽和ポリエステル、エポキシ等の熱硬化性樹脂、これらの中の一種あるいは多種
の混合物を例示することができる。
【００４９】
　本発明の画像形成装置に用いる感光体の電荷発生物質としては、例えば、モノアゾ系顔
料、ビスアゾ系顔料、トリスアゾ系顔料、テトラキスアゾ系顔料等のアゾ顔料、トリアリ
ールメタン系染料、チアジン系染料、オキサジン系染料、キサンテン系染料、シアニン系
色素、スチリル系色素、ピリリウム系染料、キナクリドン系顔料、インジゴ系顔料、ペリ
レン系顔料、多環キノン系顔料、ビスベンズイミダゾール系顔料、インダスロン系顔料、
スクアリリウム系顔料、フタロシアニン系顔料等の有機系顔料および染料や、セレン、セ
レン－ヒ素、セレン－テルル、硫化カドミウム、酸化亜鉛、酸化チタン、アモルファスシ
リコン等の無機材料を使用することができ、電荷発生物質は一種あるいは多種混合して使
用することができる。下引層は、一層であっても、複数の層で構成しても良い。
【００５０】
　本発明の画像形成装置に用いる感光体の電荷輸送物質としては、例えば、アントラセン
誘導体、ピレン誘導体、カルバゾール誘導体、テトラゾール誘導体、メタロセン誘導体、
フェノチアジン誘導体、ピラゾリン化合物、ヒドラゾン化合物、スチリル化合物、スチリ
ルヒドラゾン化合物、エナミン化合物、ブタジエン化合物、ジスチリル化合物、オキサゾ
ール化合物、オキサジアゾール化合物、チアゾール化合物、イミダゾール化合物、トリフ
ェニルアミン誘導体、フェニレンジアミン誘導体、アミノスチルベン誘導体、トリフェニ
ルメタン誘導体等の一種あるいは多種を混合して使用することができる。
【００５１】
　上記電荷発生層、電荷輸送層の感光層を形成するのに使用する結着樹脂としては、電気
絶縁性であり、それ自体公知の熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂、光硬化性樹脂、および光導
電性樹脂等を使用することができ、適当な結着樹脂としては、例えば、ポリ塩化ビニル、
ポリ塩化ビニリデン、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、塩化ビニル－酢酸ビニル－無水
マレイン酸共重合体、エチレン－酢酸ビニル共重合体、ポリビニルブチラール、ポリビニ
ルアセタール、ポリエステル、フェノキシ樹脂、（メタ）アクリル樹脂、ポリスチレン、
ポリカーボネ－ト、ポリアリレート、ポリスルホン、ポリエーテルスルホン、ＡＢＳ樹脂
等の熱可塑性樹脂、フェノール樹脂、エポキシ樹脂、ウレタン樹脂、メラミン樹脂、イソ
シアネート樹脂、アルキッド樹脂、シリコーン樹脂、熱硬化性アクリル樹脂等の熱硬化性
樹脂、ポリビニルカルバゾール、ポリビニルアントラセン、ポリビニルピレン等の光導電
性樹脂など一種の結着樹脂あるいは多種の結着樹脂の混合物を挙げることができるが、特
にこれらのものに限定されるものではない。
【００５２】
　酸化防止剤としては、例えば以下のものが使用される。
・モノフェノール系化合物
　２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、ブチル化ヒドロキシアニソール、２，６－
ジ－ｔ－ブチル－４－エチルフェノール、ステアリル－β－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－
４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、３－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシニソールな
ど。
・ビスフェノール系化合物
　２，２’－メチレン－ビス－（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２，２’－
メチレン－ビス－（４－エチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４’－チオビス－（
３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４’－ブチリデンビス－（３－メチル－
６－ｔ－ブチルフェノール）など。
【００５３】
・高分子フェノール系化合物
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　１，１，３－トリス－（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－ｔ－ブチルフェニル）ブタ
ン、１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒド
ロキシベンジル）ベンゼン、テトラキス－［メチレン－３－（３’，５’－ジ－ｔ－ブチ
ル－４’－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］メタン、ビス［３，３’－ビス（４’
－ヒドロキシ－３’－ｔ－ブチルフェニル）ブチリックアシッド］グリコールエステル、
トコフェノール類など。
・パラフェニレンジアミン類
　Ｎ－フェニル－Ｎ’－イソプロピル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－ｓｅｃ
－ブチル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ－フェニル－Ｎ－ｓｅｃ－ブチル－ｐ－フェニレ
ンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－イソプロピル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジメチ
ル－Ｎ，Ｎ’－ジ－ｔーブチル－ｐ－フェニレンジアミンなど。
【００５４】
・ハイドロキノン類
　２，５－ジ－ｔ－オクチルハイドロキノン、２，６－ジドデシルハイドロキノン、２－
ドデシルハイドロキノン、２－ドデシル－５－クロロハイドロキノン、２－ｔ－オクチル
－５－メチルハイドロキノン、２－（２－オクタデセニル）－５－メチルハイドロキノン
など。
・有機硫黄化合物類
　ジラウリル－３，３’－チオジプロピオネート、ジステアリル－３，３’－チオジプロ
ピオネート、ジテトラデシル－３，３’－チオジプロピオネートなど。
・有機燐化合物類
　トリフェニルホスフィン、トリ（ノニルフェニル）ホスフィン、トリ（ジノニルフェニ
ル）ホスフィン、トリクレジルホスフィン、トリ（２，４－ジブチルフェノキシ）ホスフ
ィンなど。
【００５５】
　可塑剤としては、ジブチルフタレート、ジオクチルフタレートなどの一般的な樹脂の可
塑剤として使用されているものがそのまま使用でき、その使用量は結着樹脂１００重量部
に対して０～３０重量部程度が適切である。
　電荷輸送層中にレベリング剤を添加してもかまわない。レベリング剤としては、ジメチ
ルシリコーンオイル、メチルフェニルシリコーンオイル等のシリコーンオイル類や、側鎖
にパーフルオロアルキル基を有するポリマーあるいはオリゴマーが使用され、その使用量
は、バインダー樹脂１００重量部に対して、０～１重量部が適切である。
【００５６】
　表面層は前述のように、感光体の機械的強度、耐磨耗性、耐ガス性、クリーニング性等
の向上のため設けられる。表面層としては、感光層よりも機械的強度の高い高分子、高分
子に無機フィラーを分散させたものが例示できる。表面層に用いる高分子は、熱可塑性高
分子、熱硬化性高分子、何れの高分子であっても良いが、熱硬化性高分子は機械的強度が
高く、クリーニングブレードとの摩擦による磨耗を抑える能力が極めて高いためたいへん
好ましい。表面層は薄い膜厚であれば、電荷輸送能力を有していなくても支障はないが、
電荷輸送能力を有しない表面層を厚く形成すると、感光体の感度低下、露光後電位上昇、
残留電位上昇を引き起こしやすいため、表面層中に前述の電荷輸送物質を含有させたり、
保護層に用いる高分子に電荷輸送能力を有するものを用いることが好ましい。
【００５７】
　感光層と表面層との機械的強度は一般に大きく異なるため、クリーニングブレードとの
摩擦により保護層が磨耗し、消失すると、すぐに感光層は磨耗していってしまうため、表
面層を設ける場合には、表面層は十分な膜厚とすることが重要であり、０．０１～１２μ
ｍ、好ましくは１～１０μｍ、さらに好ましくは２～８μｍとすることが好ましい。表面
層の膜厚が０．１μｍ以下では、薄すぎてクリーニングブレードとの摩擦により部分的に
消失しやすくなり、消失した部分から感光層の磨耗が進んでしまうため好ましくない。表
面層の膜厚が１２μｍ以上では、感度低下、露光後電位上昇、残留電位上昇が生じやすく
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、特に電荷輸送能力を有する高分子を用いる場合には、電荷輸送能力を有する高分子のコ
ストが高くなってしまうため好ましくない。
【００５８】
　表面層に用いる高分子としては、画像形成時の書き込み光に対して透明で、絶縁性、機
械的強度、接着性に優れた物が望ましく、ＡＢＳ樹脂、ＡＣＳ樹脂、オレフィン－ビニル
モノマー共重合体、塩素化ポリエーテル、アリル樹脂、フェノール樹脂、ポリアセタール
、ポリアミド、ポリアミドイミド、ポリアクリレート、ポリアリルスルホン、ポリブチレ
ン、ポリブチレンテレフタレート、ポリカーボネート、ポリエーテルスルホン、ポリエチ
レン、ポリエチレンテレフタレート、ポリイミド、アクリル樹脂、ポリメチルベンテン、
ポリプロピレン、ポリフェニレンオキシド、ポリスルホン、ポリスチレン、ＡＳ樹脂、ブ
タジエン－スチレン共重合体、ポリウレタン、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、エ
ポキシ樹脂等の樹脂が挙げられる。これらの高分子は熱可塑性高分子であっても良いが、
高分子の機械的強度を高めるため、多官能のアクリロイル基、カルボキシル基、ヒドロキ
シル基、アミノ基等を持つ架橋剤により架橋し、熱硬化性高分子とすることで、表面層の
機械的強度は増大し、クリーニングブレードとの摩擦による磨耗を大幅に減少させること
ができる。
【００５９】
　前述のように、表面層には電荷輸送能力を有していることが好ましく、表面層に電荷輸
送能力を持たせるためには、表面層に用いる高分子と前述の電荷輸送物質を混合して用い
る方法、電荷輸送能力を有する高分子を表面層に用いる方法が考えられ、後者の方法が、
高感度で露光後電位上昇、残留電位上昇が少ない感光体を得ることができ好ましい。
　電荷輸送層能力を有する高分子としては、高分子中に電荷輸送能力を有する基；化学式
（１）；を例示することができる。
　同式においてＡｒ１は置換もしくは未置換のアリーレン基を表わす。Ａｒ２、Ａｒ３は
置換もしくは未置換のアリール基を表わし、同一であっても異なっていてもよい。
　この電荷輸送能力を有する基は、ポリカーボネート樹脂、アクリル樹脂等の機械的強度
の高い高分子の側鎖に付加することが好ましく、モノマーの製造が容易で、塗工性、硬化
性にも優れるアクリル樹脂を用いることが好ましい。
【００６０】
【化１】

【００６１】
　電荷輸送能力を有するアクリル樹脂は、化学式（１）の基を有する不飽和カルボン酸を
重合させることにより機械的強度が高く、透明性にも優れ、電荷輸送能力も高い表面層を
形成することができ、単官能の化学式（１）の基を有する不飽和カルボン酸に多官能の不
飽和カルボン酸、好ましくは３官能以上の不飽和カルボン酸を混合することで、アクリル
樹脂は架橋構造を形成し、熱硬化性高分子となり、表面層の機械的強度は極めて高いもの
となる。多官能の不飽和カルボン酸に、化学式（１）の基を付加しても良いが、モノマー
の製造コストが高くなってしまうため、多官能の不飽和カルボン酸には、化学式（１）の
基を付加せず、通常光硬化性多官能モノマーを用いることが好ましい。
【００６２】
　化学式（１）の基を有する単官能不飽和カルボン酸としては、化学式（２）、化学式（
３）を例示することができる。
　両式中、Ｒ１は水素原子、ハロゲン原子、置換基を有してもよいアルキル基、置換基を
有してもよいアラルキル基、置換基を有してもよいアリール基、シアノ基、ニトロ基、ア
ルコキシ基、－ＣＯＯＲ７ （Ｒ７ は水素原子、置換基を有してもよいアルキル基、置換
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基を有してもよいアラルキル基または置換基を有してもよいアリール基）、ハロゲン化カ
ルボニル基若しくはＣＯＮＲ８Ｒ９ （Ｒ８ およびＲ９ は水素原子、ハロゲン原子、置
換基を有してもよいアルキル基、置換基を有してもよいアラルキル基または置換基を有し
てもよいアリール基を示し、互いに同一であっても異なっていてもよい）を表わし、Ａｒ

１、Ａｒ２ は置換もしくは未置換のアリーレン基を表わし、同一であっても異なっても
よい。Ａｒ３ 、Ａｒ４ は置換もしくは未置換のアリール基を表わし、同一であっても異
なっていてもよい。Ｘは単結合、置換もしくは無置換のアルキレン基、置換もしくは無置
換のシクロアルキレン基、置換もしくは無置換のアルキレンエーテル基、酸素原子、硫黄
原子、ビニレン基を表わす。Ｚは置換もしくは無置換のアルキレン基、置換もしくは無置
換のアルキレンエーテル２価基、アルキレンオキシカルボニル２価基を表わす。ｍ、ｎは
０～３の整数を表わす。
【００６３】
【化２】

【００６４】
【化３】

【００６５】
　多官能の不飽和カルボン酸の割合は表面層全体の、５～７５重量％、好ましくは１０～
７０重量％、さらに好ましくは、２０～６０重量％である。多官能不飽和カルボン酸の割
合が５重量％以下では、表面層の機械的強度が不十分であり、７５％以上では、表面層に
強い力が加わったときにクラックが発生しやすく、感度劣化も生じやすいため好ましくな
い。
　表面層にアクリル樹脂を用いる場合には、上記不飽和カルボン酸を感光体に塗工後、電
子線照射あるいは、紫外線等の活性光線を照射してラジカル重合を生じさせ、表面層を形
成することができる。活性光線によるラジカル重合を行う場合には、不飽和カルボン酸に
光重合開始剤を溶解したものを用いる。光重合開始剤は通常、光硬化性塗料に用いられる
材料を用いることができる。
　表面層中には表面層の機械的強度を高めるために金属、または金属酸化物の微粒子を分
散させることができる。金属酸化物としては酸化チタン、酸化錫、チタン酸カリウム、Ｔ
ｉＯ、ＴｉＮ、酸化亜鉛、酸化インジウム、酸化アンチモン等が挙げられる。その他、耐
摩耗性を向上する目的でポリテトラフルオロエチレンのような弗素樹脂、シリコーン樹脂
、およびこれらの樹脂に無機材料を分散したもの等を添加することができる。
【００６６】
　本発明の画像形成装置において、現像装置４で使用するトナーは、体積平均粒径３～６
μｍであり、体積平均粒径（Ｄｖ）と個数平均粒径（Ｄｎ）との比（Ｄｖ／Ｄｎ）が１．
００～１．４０の範囲にあることが好ましい。
　小粒径のトナーを用いることで、潜像に対して緻密にトナーを付着させることができる
。しかしながら、上記の範囲よりも体積平均粒径が小さい場合、二成分現像剤では現像装
置における長期の攪拌において磁性キャリアの表面にトナーが融着し、磁性キャリアの帯
電能力を低下させ、一成分現像剤として用いた場合には、現像ローラへのトナーのフィル
ミングや、トナーを薄層化する為のブレード等の部材へのトナーの融着を発生させやすく
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なる。逆に、トナーの体積平均粒径が上記の範囲よりも大きい場合には、高解像で高画質
の画像を得ることが難しくなると共に、現像剤中のトナーの収支が行われた場合にトナー
の粒径の変動が大きくなる場合が多い。
【００６７】
　粒径分布を狭くすることで、トナーの帯電量分布が均一になり、地肌かぶりの少ない高
品位な画像を得ることができ、また、転写率を高くすることができる。しかしながら、Ｄ
ｖ／Ｄｎが１．４０を超えると、帯電量分布が広くなり、解像力も低下するため好ましく
ない。
　なお、トナーの平均粒径、および粒度分布は、コールターカウンターＴＡ－ＩＩ、コー
ルターマルチサイザーＩＩ（いずれもコールター社製）を用いて測定することができる。
具体的にはコールターカウンターＴＡ－ＩＩ型を用い個数分布、体積分布を出力するイン
ターフェイス（日科技研社製）、およびパーソナルコンピュータ（ＰＣ９８０１：ＮＥＣ
社製）に接続し、測定した。
【００６８】
　上記のようなトナーは、トナーに内添、あるいは外添されている離型性を向上させるた
めのワックスや、流動性を向上させるための無機微粒子等がトナー中に占める割合が、小
粒径化されたことで従来のトナーに比べ高くなっている。そして、これらの添加剤が感光
体１上に発生する付着物質の要因となっている。そこで、本発明の潤滑剤塗布装置３を搭
載することにより、感光体１表面全域にわたって均一な潤滑剤の薄膜を形成させ、これら
の付着物質の感光体１表面への付着力を低減させることができる。また、感光体１表面と
クリーニング装置８のクリーニングブレード８ａとの間に働く摩擦力を低減させてクリー
ニングを良好に行うことができる。
【００６９】
　図６は形状係数を説明するためにトナーの形状を模式的に表した図である。
　現像装置４で使用するトナーは、形状係数ＳＦ－１が１００～１５０の範囲にあり、形
状係数ＳＦ－２が１００～１５０の範囲にあることが好ましい。
　ここで、形状係数ＳＦ－１は、トナー形状の丸さの割合を示すものであり、下記式（１
）で表される。トナーを２次元平面に投影してできる形状の最大長Ｌｍａｘの二乗を図形
面積Ａで除して、１００π／４を乗じた値である。これは、面積Ａを有する真円に対する
Ｌｍａｘを直径とする円の面積の比を表している。
ＳＦ－１＝｛（Ｌｍａｘ）２／Ａ｝×（１００π／４）　　　　　　　 ・・・式（１）
　ＳＦ－１の値が１００の場合トナーの形状は真球となり、ＳＦ－１の値が大きくなるほ
ど不定形になる。
【００７０】
　形状係数ＳＦ－２は、トナーの形状の凹凸の割合を示すものであり、下記式（２）で表
される。トナーを２次元平面に投影してできる図形の周長Ｌｐｅｒの二乗を図形面積Ａで
除して、１００／４πを乗じた値である。これは、面積Ａを有する真円の面積に対する図
形周長Ｌｐｅｒに等しい円周を有する円の面積の比を表している。
ＳＦ－２＝｛（Ｌｐｅｒ）２／Ａ｝×（１００／４π）　　　　　　　 ・・・式（２） 
　ＳＦ－２の値が１００の場合トナー表面に凹凸が存在しなくなり、ＳＦ－２の値が大き
くなるほどトナー表面の凹凸が顕著になる。
【００７１】
　トナーの形状が球形に近くなると、トナーとトナー、あるいはトナーと感光体１との接
触が点接触に近くなるために、トナー同士の吸着力は弱くなり、したがって流動性が高く
なり、また、トナーと感光体１との吸着力も弱くなって、転写率は高くなる。一方、球形
トナーはクリーニングブレード８ａと感光体１との間隙に入り込みやすいため、トナーの
形状係数ＳＦ－１またはＳＦ－２はある程度大きい方がよい。また、ＳＦ－１とＳＦ－２
が大きくなると、画像上にトナーが散ってしまい画像品位が低下する。このために、ＳＦ
－１とＳＦ－２は１５０を越えない方が好ましい。 
　なお、形状係数の測定は、具体的には、走査型電子顕微鏡（Ｓ－８００：日立製作所製
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）でトナーの写真を撮り、これを画像解析装置（ＬＵＳＥＸ３：ニレコ社製）に導入して
解析して計算した。
【００７２】
　本発明の画像形成装置に好適に用いられるトナーは、例えば、少なくとも、窒素原子を
含む官能基を有するポリエステルプレポリマー、ポリエステル、着色剤、離型剤とを有機
溶媒中に分散させたトナー材料液を、水系溶媒中で架橋および／または伸長反応（架橋と
伸張の少なくとも一方の反応）をさせて得られるトナーである。以下に、トナーの構成材
料および製造方法の例を挙げて説明する。
【００７３】
・変性ポリエステル
　本発明に係るトナーはバインダ樹脂として変性ポリエステル（ｉ）を含む。変性ポリエ
ステル（ｉ）としては、ポリエステル樹脂中にエステル結合以外の結合基が存在したり、
またポリエステル樹脂中に構成の異なる樹脂成分が共有結合、イオン結合などで結合した
状態をさす。具体的には、ポリエステル末端に、カルボン酸基、水酸基と反応するイソシ
アネート基などの官能基を導入し、さらに活性水素含有化合物と反応させ、ポリエステル
末端を変性したものを指す。
【００７４】
　変性ポリエステル（ｉ）としては、イソシアネート基を有するポリエステルプレポリマ
ー（Ａ）とアミン類（Ｂ）との反応により得られるウレア変性ポリエステルなどが挙げら
れる。イソシアネート基を有するポリエステルプレポリマー（Ａ）としては、多価アルコ
ール（ＰＯ）と多価カルボン酸（ＰＣ）の重縮合物で、かつ活性水素基を有するポリエス
テルを、さらに多価イソシアネート化合物（ＰＩＣ）と反応させたものなどが挙げられる
。上記ポリエステルの有する活性水素基としては、水酸基（アルコール性水酸基およびフ
ェノール性水酸基）、アミノ基、カルボキシル基、メルカプト基などが挙げられ、これら
のうち好ましいものはアルコール性水酸基である。
【００７５】
　ウレア変性ポリエステルは、以下のようにして生成される。
　多価アルコール化合物（ＰＯ）としては、２価アルコール（ＤＩＯ）および３価以上の
多価アルコール（ＴＯ）が挙げられ、（ＤＩＯ）単独、または（ＤＩＯ）と少量の（ＴＯ
）との混合物が好ましい。２価アルコール（ＤＩＯ）としては、アルキレングリコール（
エチレングリコール、１，２－プロピレングリコール、１，３－プロピレングリコール、
１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオールなど）；アルキレンエーテルグリコ
ール（ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ジプロピレングリコール、ポリ
エチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリテトラメチレンエーテルグリコー
ルなど）；脂環式ジオール（１，４－シクロヘキサンジメタノール、水素添加ビスフェノ
ールＡなど）；ビスフェノール類（ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、ビスフェノー
ルＳなど）；上記脂環式ジオールのアルキレンオキサイド（エチレンオキサイド、プロピ
レンオキサイド、ブチレンオキサイドなど）付加物；上記ビスフェノール類のアルキレン
オキサイド（エチレンオキサイド、プロピレンオキサイド、ブチレンオキサイドなど）付
加物などが挙げられる。これらのうち好ましいものは、炭素数２～１２のアルキレングリ
コールおよびビスフェノール類のアルキレンオキサイド付加物であり、特に好ましいもの
はビスフェノール類のアルキレンオキサイド付加物、およびこれと炭素数２～１２のアル
キレングリコールとの併用である。３価以上の多価アルコール（ＴＯ）としては、３～８
価またはそれ以上の多価脂肪族アルコール（グリセリン、トリメチロールエタン、トリメ
チロールプロパン、ペンタエリスリトール、ソルビトールなど）；３価以上のフェノール
類（トリスフェノールＰＡ、フェノールノボラック、クレゾールノボラックなど）；上記
３価以上のポリフェノール類のアルキレンオキサイド付加物などが挙げられる。
【００７６】
　多価カルボン酸（ＰＣ）としては、２価カルボン酸（ＤＩＣ）および３価以上の多価カ
ルボン酸（ＴＣ）が挙げられ、（ＤＩＣ）単独、および（ＤＩＣ）と少量の（ＴＣ）との
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混合物が好ましい。２価カルボン酸（ＤＩＣ）としては、アルキレンジカルボン酸（コハ
ク酸、アジピン酸、セバシン酸など）；アルケニレンジカルボン酸（マレイン酸、フマー
ル酸など）；芳香族ジカルボン酸（フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、ナフタレン
ジカルボン酸など）などが挙げられる。これらのうち好ましいものは、炭素数４～２０の
アルケニレンジカルボン酸および炭素数８～２０の芳香族ジカルボン酸である。３価以上
の多価カルボン酸（ＴＣ）としては、炭素数９～２０の芳香族多価カルボン酸（トリメリ
ット酸、ピロメリット酸など）などが挙げられる。なお、多価カルボン酸（ＰＣ）として
は、上述のものの酸無水物または低級アルキルエステル（メチルエステル、エチルエステ
ル、イソプロピルエステルなど）を用いて多価アルコール（ＰＯ）と反応させてもよい。
【００７７】
　多価アルコール（ＰＯ）と多価カルボン酸（ＰＣ）の比率は、水酸基［ＯＨ］とカルボ
キシル基［ＣＯＯＨ］の当量比［ＯＨ］／［ＣＯＯＨ］として、通常２／１～１／１、好
ましくは１．５／１～１／１、さらに好ましくは１．３／１～１．０２／１である。
【００７８】
　多価イソシアネート化合物（ＰＩＣ）としては、脂肪族多価イソシアネート（テトラメ
チレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、２，６－ジイソシアナトメ
チルカプロエートなど）；脂環式ポリイソシアネート（イソホロンジイソシアネート、シ
クロヘキシルメタンジイソシアネートなど）；芳香族ジイソシアネート（トリレンジイソ
シアネート、ジフェニルメタンジイソシアネートなど）；芳香脂肪族ジイソシアネート（
α，α，α’，α’－テトラメチルキシリレンジイソシアネートなど）；イソシアネート
類；前記ポリイソシアネートをフェノール誘導体、オキシム、カプロラクタムなどでブロ
ックしたもの；およびこれら２種以上の併用が挙げられる。
【００７９】
　多価イソシアネート化合物（ＰＩＣ）の比率は、イソシアネート基［ＮＣＯ］と、水酸
基を有するポリエステルの水酸基［ＯＨ］の当量比［ＮＣＯ］／［ＯＨ］として、通常５
／１～１／１、好ましくは４／１～１．２／１、さらに好ましくは２．５／１～１．５／
1である。［ＮＣＯ］／［ＯＨ］が５を超えると低温定着性が悪化する。［ＮＣＯ］のモ
ル比が１未満では、ウレア変性ポリエステルを用いる場合、そのエステル中のウレア含量
が低くなり、耐ホットオフセット性が悪化する。
【００８０】
　イソシアネート基を有するポリエステルプレポリマー（Ａ）中の多価イソシアネート化
合物（ＰＩＣ）構成成分の含有量は、通常０．５～４０ｗｔ％、好ましくは１～３０ｗｔ
％、さらに好ましくは２～２０ｗｔ％である。０．５ｗｔ％未満では、耐ホットオフセッ
ト性が悪化するとともに、耐熱保存性と低温定着性の両立の面で不利になる。また、４０
ｗｔ％を超えると低温定着性が悪化する。
　イソシアネート基を有するポリエステルプレポリマー（Ａ）中の１分子当たりに含有さ
れるイソシアネート基は、通常１個以上、好ましくは、平均１．５～３個、さらに好まし
くは、平均１．８～２．５個である。１分子当たり1個未満では、ウレア変性ポリエステ
ルの分子量が低くなり、耐ホットオフセット性が悪化する。
【００８１】
　次に、ポリエステルプレポリマー（Ａ）と反応させるアミン類（Ｂ）としては、２価ア
ミン化合物（Ｂ１）、３価以上の多価アミン化合物（Ｂ２）、アミノアルコール（Ｂ３）
、アミノメルカプタン（Ｂ４）、アミノ酸（Ｂ５）、およびＢ１～Ｂ５のアミノ基をブロ
ックしたもの（Ｂ６）などが挙げられる。
【００８２】
　２価アミン化合物（Ｂ１）としては、芳香族ジアミン（フェニレンジアミン、ジエチル
トルエンジアミン、４，４’－ジアミノジフェニルメタンなど）；脂環式ジアミン（４，
４’－ジアミノ－３，３’－ジメチルジシクロヘキシルメタン、ジアミンシクロヘキサン
、イソホロンジアミンなど）；および脂肪族ジアミン（エチレンジアミン、テトラメチレ
ンジアミン、ヘキサメチレンジアミンなど）などが挙げられる。３価以上の多価アミン化
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合物（Ｂ２）としては、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミンなどが挙げられ
る。アミノアルコール（Ｂ３）としては、エタノールアミン、ヒドロキシエチルアニリン
などが挙げられる。アミノメルカプタン（Ｂ４）としては、アミノエチルメルカプタン、
アミノプロピルメルカプタンなどが挙げられる。アミノ酸（Ｂ５）としては、アミノプロ
ピオン酸、アミノカプロン酸などが挙げられる。Ｂ１～Ｂ５のアミノ基をブロックしたも
の（Ｂ６）としては、前記Ｂ１～Ｂ５のアミン類とケトン類（アセトン、メチルエチルケ
トン、メチルイソブチルケトンなど）から得られるケチミン化合物、オキサゾリジン化合
物などが挙げられる。これらアミン類（Ｂ）のうち好ましいものは、Ｂ１およびＢ１と少
量のＢ２の混合物である。
【００８３】
　アミン類（Ｂ）の比率は、イソシアネート基を有するポリエステルプレポリマー（Ａ）
中のイソシアネート基［ＮＣＯ］と、アミン類（Ｂ）中のアミノ基［ＮＨｘ］の当量比［
ＮＣＯ］／［ＮＨｘ］として、通常１／２～２／１、好ましくは１．５／１～１／１．５
、さらに好ましくは１．２／１～１／１．２である。［ＮＣＯ］／［ＮＨｘ］が２を超え
たり１／２未満では、ウレア変性ポリエステルの分子量が低くなり、耐ホットオフセット
性が悪化する。
　また、ウレア変性ポリエステル中には、ウレア結合と共にウレタン結合を含有していて
もよい。ウレア結合含有量とウレタン結合含有量のモル比は、通常１００／０～１０／９
０であり、好ましくは８０／２０～２０／８０、さらに好ましくは、６０／４０～３０／
７０である。ウレア結合のモル比が１０％未満では、耐ホットオフセット性が悪化する。
【００８４】
　上記で用いられる変性ポリエステル（ｉ）は、ワンショット法、プレポリマー法により
製造される。変性ポリエステル（ｉ）の重量平均分子量は、通常１万以上、好ましくは２
万～１０００万、さらに好ましくは３万～１００万である。この時のピーク分子量は１０
００～１００００が好ましく、１０００未満では伸長反応しにくくトナーの弾性が少なく
、その結果耐ホットオフセット性が悪化する。また、１００００を超えると定着性の低下
や粒子化や粉砕において製造上の課題が高くなる。変性ポリエステル（ｉ）の数平均分子
量は、後述の変性されていないポリエステル（ｉｉ）を用いる場合は特に限定されるもの
ではなく、前記重量平均分子量とするのに得やすい数平均分子量でよい。（ｉ）単独の場
合は、数平均分子量は、通常２００００以下、好ましくは１０００～１００００、さらに
好ましくは２０００～８０００である。２００００を超えると低温定着性およびフルカラ
ー装置に用いた場合の光沢性が悪化する。
　変性ポリエステル（ｉ）を得るためのポリエステルプレポリマー（Ａ）とアミン類（Ｂ
）との架橋および／または伸長反応には、必要により反応停止剤を用い、得られるウレア
変性ポリエステルの分子量を調整することができる。反応停止剤としては、モノアミン（
ジエチルアミン、ジブチルアミン、ブチルアミン、ラウリルアミンなど）、およびそれら
をブロックしたもの（ケチミン化合物）などが挙げられる。
　なお、生成するポリマーの分子量は、ＴＨＦを溶媒としゲルパーミエーションクロマト
グラフィー（ＧＰＣ）を用いて測定することができる。
【００８５】
・未変性ポリエステル
　本トナーにおいては、前記変性されたポリエステル（ｉ）単独使用だけでなく、この（
ｉ）と共に、未変性ポリエステル（ｉｉ）をバインダ樹脂成分として含有させることもで
きる。（ｉｉ）を併用することで、低温定着性およびフルカラー装置に用いた場合の光沢
性が向上し、単独使用より好ましい。（ｉｉ）としては、前記（ｉ）のポリエステル成分
と同様な多価アルコール（ＰＯ）と多価カルボン酸（ＰＣ）との重縮合物などが挙げられ
、好ましいものも（ｉ）と同様である。また、（ｉｉ）は無変性のポリエステルだけでな
く、ウレア結合以外の化学結合で変性されているものでもよく、例えばウレタン結合で変
性されていてもよい。（ｉ）と（ｉｉ）は少なくとも一部が相溶していることが低温定着
性、耐ホットオフセット性の面で好ましい。したがって、（ｉ）のポリエステル成分と（



(21) JP 4965217 B2 2012.7.4

10

20

30

40

50

ｉｉ）は類似の組成が好ましい。（ｉｉ）を含有させる場合の（ｉ）と（ｉｉ）の重量比
は、通常５／９５～８０／２０、好ましくは５／９５～３０／７０、さらに好ましくは５
／９５～２５／７５、特に好ましくは７／９３～２０／８０である。（ｉ）の重量比が５
％未満では、耐ホットオフセット性が悪化するとともに、耐熱保存性と低温定着性の両立
の面で不利になる。
【００８６】
　（ｉｉ）のピーク分子量は、通常１０００～１００００、好ましくは２０００～８００
０、さらに好ましくは２０００～５０００である。１０００未満では耐熱保存性が悪化し
、１００００を超えると低温定着性が悪化する。（ｉｉ）の水酸基価は５以上であること
が好ましく、さらに好ましくは１０～１２０、特に好ましくは２０～８０である。５未満
では耐熱保存性と低温定着性の両立の面で不利になる。（ｉｉ）の酸価は１～５が好まし
く、より好ましくは２～４である。ワックスに高酸価ワックスを使用するため、バインダ
は低酸価バインダが帯電や高体積抵抗につながるので二成分系現像剤に用いるトナーには
マッチしやすい。
【００８７】
　バインダ樹脂のガラス転移点（Ｔｇ）は通常３５～７０℃、好ましくは５５～６５℃で
ある。３５℃未満ではトナーの耐熱保存性が悪化し、７０℃を超えると低温定着性が不十
分となる。ウレア変性ポリエステルは、得られるトナー母体粒子の表面に存在しやすいた
め、本トナーにおいては、公知のポリエステル系トナーと比較して、ガラス転移点が低く
ても耐熱保存性が良好な傾向を示す。
　なお、ガラス転移点（Ｔｇ）は、示差走査熱量計（ＤＳＣ）によって測定することがで
きる。
【００８８】
・着色剤
　着色剤としては、公知の染料および顔料が全て使用でき、例えば、カーボンブラック、
ニグロシン染料、鉄黒、ナフトールイエローＳ、ハンザイエロー（１０Ｇ、５Ｇ、Ｇ）、
カドミュウムイエロー、黄色酸化鉄、黄土、黄鉛、チタン黄、ポリアゾイエロー、オイル
イエロー、ハンザイエロー（ＧＲ、Ａ、ＲＮ、Ｒ）、ピグメントイエローＬ、ベンジジン
イエロー（Ｇ、ＧＲ）、パーマネントイエロー（ＮＣＧ）、バルカンファストイエロー（
５Ｇ、Ｒ）、タートラジンレーキ、キノリンイエローレーキ、アンスラザンイエローＢＧ
Ｌ、イソインドリノンイエロー、ベンガラ、鉛丹、鉛朱、カドミュウムレッド、カドミュ
ウムマーキュリレッド、アンチモン朱、パーマネントレッド４Ｒ、パラレッド、ファイセ
ーレッド、パラクロルオルトニトロアニリンレッド、リソールファストスカーレットＧ、
ブリリアントファストスカーレット、ブリリアントカーンミンＢＳ、パーマネントレッド
（Ｆ２Ｒ、Ｆ４Ｒ、ＦＲＬ、ＦＲＬＬ、Ｆ４ＲＨ）、ファストスカーレットＶＤ、ベルカ
ンファストルビンＢ、ブリリアントスカーレットＧ、リソールルビンＧＸ、パーマネント
レッドＦ５Ｒ、ブリリアントカーミン６Ｂ、ピグメントスカーレット３Ｂ、ボルドー５Ｂ
、トルイジンマルーン、パーマネントボルドーＦ２Ｋ、ヘリオボルドーＢＬ、ボルドー１
０Ｂ、ボンマルーンライト、ボンマルーンメジアム、エオシンレーキ、ローダミンレーキ
Ｂ、ローダミンレーキＹ、アリザリンレーキ、チオインジゴレッドＢ、チオインジゴマル
ーン、オイルレッド、キナクリドンレッド、ピラゾロンレッド、ポリアゾレッド、クロー
ムバーミリオン、ベンジジンオレンジ、ペリノンオレンジ、オイルオレンジ、コバルトブ
ルー、セルリアンブルー、アルカリブルーレーキ、ピーコックブルーレーキ、ビクトリア
ブルーレーキ、無金属フタロシアニンブルー、フタロシアニンブルー、ファストスカイブ
ルー、インダンスレンブルー（ＲＳ、ＢＣ）、インジゴ、群青、紺青、アントラキノンブ
ルー、ファストバイオレットＢ、メチルバイオレットレーキ、コバルト紫、マンガン紫、
ジオキサンバイオレット、アントラキノンバイオレット、クロムグリーン、ジンクグリー
ン、酸化クロム、ピリジアン、エメラルドグリーン、ピグメントグリーンＢ、ナフトール
グリーンＢ、グリーンゴールド、アシッドグリーンレーキ、マラカイトグリーンレーキ、
フタロシアニングリーン、アントラキノングリーン、酸化チタン、亜鉛華、リトボンおよ
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びそれらの混合物が使用できる。着色剤の含有量はトナーに対して通常１～１５重量％、
好ましくは３～１０重量％である。
【００８９】
　着色剤は樹脂と複合化されたマスターバッチとして用いることもできる。マスターバッ
チの製造、またはマスターバッチとともに混練されるバインダ樹脂としては、ポリスチレ
ン、ポリ－ｐ－クロロスチレン、ポリビニルトルエンなどのスチレンおよびその置換体の
重合体、あるいはこれらとビニル化合物との共重合体、ポリメチルメタクリレート、ポリ
ブチルメタクリレート、ポリ塩化ビニル、ポリ酢酸ビニル、ポリエチレン、ポリプロピレ
ン、ポリエステル、エポキシ樹脂、エポキシポリオール樹脂、ポリウレタン、ポリアミド
、ポリビニルブチラール、ポリアクリル酸樹脂、ロジン、変性ロジン、テルペン樹脂、脂
肪族または脂環族炭化水素樹脂、芳香族系石油樹脂、塩素化パラフィン、パラフィンワッ
クスなどが挙げられ、単独あるいは混合して使用できる。
【００９０】
・荷電制御剤
　荷電制御剤としては公知のものが使用でき、例えばニグロシン系染料、トリフェニルメ
タン系染料、クロム含有金属錯体染料、モリブデン酸キレート顔料、ローダミン系染料、
アルコキシ系アミン、４級アンモニウム塩（フッ素変性４級アンモニウム塩を含む）、ア
ルキルアミド、燐の単体または化合物、タングステンの単体または化合物、フッ素系活性
剤、サリチル酸金属塩および、サリチル酸誘導体の金属塩等である。具体的にはニグロシ
ン系染料のボントロン０３、４級アンモニウム塩のボントロンＰ－５１、含金属アゾ染料
のボントロンＳ－３４、オキシナフトエ酸系金属錯体のＥ－８２、サリチル酸系金属錯体
のＥ－８４、フェノール系縮合物のＥ－８９（以上、オリエント化学工業社製）、４級ア
ンモニウム塩モリブデン錯体のＴＰ－３０２、ＴＰ－４１５（以上、保土谷化学工業社製
）、４級アンモニウム塩のコピーチャージＰＳＹ ＶＰ２０３８、トリフェニルメタン誘
導体のコピーブルーＰＲ、４級アンモニウム塩のコピーチャージ ＮＥＧ ＶＰ２０３６、
コピーチャージ ＮＸ ＶＰ４３４（以上、ヘキスト社製）、ＬＲＡ－９０１、ホウ素錯体
であるＬＲ－１４７（日本カーリット社製）、銅フタロシアニン、ペリレン、キナクリド
ン、アゾ系顔料、その他スルホン酸基、カルボキシル基、４級アンモニウム塩等の官能 
基を有する高分子系の化合物が挙げられる。このうち、特にトナーを負極性に制御する物
質が好ましく使用される。
【００９１】
　荷電制御剤の使用量は、バインダ樹脂の種類、必要に応じて使用される添加剤の有無、
分散方法を含めたトナー製造方法によって決定されるもので、一義的に限定されるもので
はないが、好ましくはバインダ樹脂１００重量部に対して、０．１～１０重量部の範囲で
用いられる。好ましくは、0．2～５重量部の範囲がよい。１０重量部を超える場合にはト
ナーの帯電性が大きすぎ、荷電制御剤の効果を減退させ、現像ローラとの静電気的吸引力
が増大し、現像剤の流動性低下や、画像濃度の低下を招く。
【００９２】
・離型剤
　離型剤としては、融点が５０～１２０℃の低融点のワックスが、バインダ樹脂との分散
の中でより離型剤として効果的に定着ローラとトナー界面との間で働き、これにより定着
ローラにオイルの如き離型剤を塗布することなく高温オフセットに対し効果を示す。この
ようなワックス成分としては、以下のものが挙げられる。ロウ類およびワックス類として
は、カルナバワックス、綿ロウ、木ロウ、ライスワックス等の植物系ワックス、ミツロウ
、ラノリン等の動物系ワックス、オゾケライト、セルシン等の鉱物系ワックス、およびパ
ラフィン、マイクロクリスタリン、ペトロラタム等の石油ワックス等が挙げられる。また
、これら天然ワックスの外に、フィッシャー・トロプシュワックス、ポリエチレンワック
ス等の合成炭化水素ワックス、エステル、ケトン、エーテル等の合成ワックス等が挙げら
れる。さらに、１２－ヒドロキシステアリン酸アミド、ステアリン酸アミド、無水フタル
酸イミド、塩素化炭化水素等の脂肪酸アミドおよび、低分子量の結晶性高分子樹脂である
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、ポリ－ｎ－ステアリルメタクリレート、ポリ－ｎ－ラウリルメタクリレート等のポリア
クリレートのホモ重合体あるいは共重合体（例えば、ｎ－ステアリルアクリレート－エチ
ルメタクリレートの共重合体等）等、側鎖に長いアルキル基を有する結晶性高分子等も用
いることができる。
　荷電制御剤、離型剤はマスターバッチ、バインダ樹脂とともに溶融混練することもでき
るし、もちろん有機溶剤に溶解、分散する際に加えても良い。
【００９３】
・外添剤
　トナー粒子の流動性や現像性、帯電性を補助するための外添剤として、無機微粒子が好
ましく用いられる。この無機微粒子の一次粒子径は、５×１０－３～２μｍであることが
好ましく、特に５×１０－３～０．５μｍであることが好ましい。また、ＢＥＴ法による
比表面積は、２０～５００ｍ２／ｇであることが好ましい。この無機微粒子の使用割合は
、トナーの０．０１～５ｗｔ％であることが好ましく、特に０．０１～２．０ｗｔ％であ
ることが好ましい。
　無機微粒子の具体例としては、例えばシリカ、アルミナ、酸化チタン、チタン酸バリウ
ム、チタン酸マグネシウム、チタン酸カルシウム、チタン酸ストロンチウム、酸化亜鉛、
酸化スズ、ケイ砂、クレー、雲母、ケイ灰石、ケイソウ土、酸化クロム、酸化セリウム、
ベンガラ、三酸化アンチモン、酸化マグネシウム、酸化ジルコニウム、硫酸バリウム、炭
酸バリウム、炭酸カルシウム、炭化ケイ素、窒化ケイ素などを挙げることができる。中で
も、流動性付与剤としては、疎水性シリカ微粒子と疎水性酸化チタン微粒子を併用するの
が好ましい。特に両微粒子の平均粒径が５×１０－２μｍ以下のものを使用して攪拌混合
を行った場合、トナーとの静電力、ファンデルワールス力は格段に向上することより、所
望の帯電レベルを得るために行われる現像装置内部の攪拌混合によっても、トナーから流
動性付与剤が脱離することなく、ホタルなどが発生しない良好な画像品質が得られて、さ
らに転写残トナーの低減が図られる。
【００９４】
　酸化チタン微粒子は、環境安定性、画像濃度安定性に優れている反面、帯電立ち上がり
特性の悪化傾向にあることより、酸化チタン微粒子添加量がシリカ微粒子添加量よりも多
くなると、この副作用の影響が大きくなることが考えられる。しかし、疎水性シリカ微粒
子および疎水性酸化チタン微粒子の添加量が０．３～１．５ｗｔ％の範囲では、帯電立ち
上がり特性が大きく損なわれず、所望の帯電立ち上がり特性が得られる。すなわち、コピ
ーの繰り返しを行っても、安定した画像品質が得られる。
【００９５】
　次に、トナーの製造方法について説明する。ここでは、好ましい製造方法について示す
が、これに限られるものではない。
・トナーの製造方法
１）着色剤、未変性ポリエステル、イソシアネート基を有するポリエステルプレポリマー
、離型剤を有機溶媒中に分散させトナー材料液を作る。
　有機溶媒は、沸点が１００℃未満の揮発性であることが、トナー母体粒子形成後の除去
が容易である点から好ましい。具体的には、トルエン、キシレン、ベンゼン、四塩化炭素
、塩化メチレン、１，２－ジクロロエタン、１，１，２－トリクロロエタン、トリクロロ
エチレン、クロロホルム、モノクロロベンゼン、ジクロロエチリデン、酢酸メチル、酢酸
エチル、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトンなどを単独あるいは２種以上組合
せて用いることができる。特に、トルエン、キシレン等の芳香族系溶媒および塩化メチレ
ン、１，２－ジクロロエタン、クロロホルム、四塩化炭素等のハロゲン化炭化水素が好ま
しい。有機溶媒の使用量は、ポリエステルプレポリマー１００重量部に対し、通常０～３
００重量部、好ましくは０～１００重量部、さらに好ましくは２５～７０重量部である。
【００９６】
２）トナー材料液を界面活性剤、樹脂微粒子の存在下、水系媒体中で乳化させる。
　水系媒体は、水単独でも良いし、アルコール（メタノール、イソプロピルアルコール、
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エチレングリコールなど）、ジメチルホルムアミド、テトラヒドロフラン、セルソルブ類
（メチルセルソルブなど）、低級ケトン類（アセトン、メチルエチルケトンなど）などの
有機溶媒を含むものであってもよい。
　トナー材料液１００重量部に対する水系媒体の使用量は、通常５０～２０００重量部、
好ましくは１００～１０００重量部である。５０重量部未満ではトナー材料液の分散状態
が悪く、所定の粒径のトナー粒子が得られない。２０００重量部を超えると経済的でない
。
【００９７】
　また、水系媒体中の分散を良好にするために、界面活性剤、樹脂微粒子等の分散剤を適
宜加える。
　界面活性剤としては、アルキルベンゼンスルホン酸塩、α－オレフィンスルホン酸塩、
リン酸エステルなどのアニオン性界面活性剤、アルキルアミン塩、アミノアルコール脂肪
酸誘導体、ポリアミン脂肪酸誘導体、イミダゾリンなどのアミン塩型や、アルキルトリメ
チルアンモニム塩、ジアルキルジメチルアンモニウム塩、アルキルジメチルベンジルアン
モニウム塩、ピリジニウム塩、アルキルイソキノリニウム塩、塩化ベンゼトニウムなどの
４級アンモニウム塩型のカチオン性界面活性剤、脂肪酸アミド誘導体、多価アルコール誘
導体などの非イオン界面活性剤、例えばアラニン、ドデシルジ（アミノエチル）グリシン
、ジ（オクチルアミノエチル）グリシンやＮ－アルキル－Ｎ，Ｎ－ジメチルアンモニウム
べタインなどの両性界面活性剤が挙げられる。
【００９８】
　また、フルオロアルキル基を有する界面活性剤を用いることにより、非常に少量でその
効果をあげることができる。好ましく用いられるフルオロアルキル基を有するアニオン性
界面活性剤としては、炭素数２～１０のフルオロアルキルカルボン酸およびその金属塩、
パーフルオロオクタンスルホニルグルタミン酸ジナトリウム、３－［ω－フルオロアルキ
ル（Ｃ６～Ｃ１１）オキシ］－１－アルキル（Ｃ３～Ｃ４）スルホン酸ナトリウム、３－
［ω－フルオロアルカノイル（Ｃ６～Ｃ８）－Ｎ－エチルアミノ］－１－プロパンスルホ
ン酸ナトリウム、フルオロアルキル（Ｃ１１～Ｃ２０）カルボン酸および金属塩、パーフ
ルオロアルキルカルボン酸（Ｃ７～Ｃ１３）およびその金属塩、パーフルオロアルキル（
Ｃ４～Ｃ１２）スルホン酸およびその金属塩、パーフルオロオクタンスルホン酸ジエタノ
ールアミド、Ｎ－プロピル－Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）パーフルオロオクタンスルホ
ンアミド、パーフルオロアルキル（Ｃ６～Ｃ１０）スルホンアミドプロピルトリメチルア
ンモニウム塩、パーフルオロアルキル（Ｃ６～Ｃ１０）－Ｎ－エチルスルホニルグリシン
塩、モノパーフルオロアルキル（Ｃ６～Ｃ１６）エチルリン酸エステルなどが挙げられる
。
【００９９】
　商品名としては、サーフロンＳ－１１１、Ｓ－１１２、Ｓ－１１３（旭硝子社製）、フ
ロラードＦＣ－９３、ＦＣ－９５、ＦＣ－９８、ＦＣ－１２９（住友３Ｍ社製）、ユニダ
インＤＳ－１０１、ＤＳ－１０２（ダイキン工業社製）、メガファックＦ－１１０、Ｆ－
１２０、Ｆ－１１３、Ｆ－１９１、Ｆ－８１２、Ｆ－８３３（大日本インキ社製）、エク
トップＥＦ－１０２、１０３、１０４、１０５、１１２、１２３Ａ、１２３Ｂ、３０６Ａ
、５０１、２０１、２０４、（トーケムプロダクツ社製）、フタージェントＦ－１００、
Ｆ１５０（ネオス社製）などが挙げられる。
【０１００】
　カチオン性界面活性剤としては、フルオロアルキル基を有する脂肪族１級、２級もしく
は２級アミン酸、パーフルオロアルキル（Ｃ6－Ｃ１０）スルホンアミドプロピルトリメ
チルアンモニウム塩などの脂肪族4級アンモニウム塩、ベンザルコニウム塩、塩化ベンゼ
トニウム、ピリジニウム塩、イミダゾリニウム塩、商品名としてはサーフロンＳ－１２１
（旭硝子社製）、フロラードＦＣ－１３５（住友３Ｍ社製）、ユニダインＤＳ－２０２（
ダイキン工業杜製）、メガファックＦ－１５０、Ｆ－８２４（大日本インキ社製）、エク
トップＥＦ－１３２（トーケムプロダクツ社製）、フタージェントＦ－３００（ネオス社
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製）などが挙げられる。
【０１０１】
　樹脂微粒子は、水系媒体中で形成されるトナー母体粒子を安定化させるために加えられ
る。このために、トナー母体粒子の表面上に存在する被覆率が１０～９０％の範囲になる
ように加えられることが好ましい。例えば、ポリメタクリル酸メチル微粒子１μｍ、およ
び３μｍ、ポリスチレン微粒子０．５μｍおよび２μｍ、ポリ（スチレン―アクリロニト
リル）微粒子１μｍ、商品名では、ＰＢ－２００Ｈ（花王社製）、ＳＧＰ（総研社製）、
テクノポリマーＳＢ（積水化成品工業社製）、ＳＧＰ－３Ｇ（総研社製）、ミクロパール
（積水ファインケミカル社製）等がある。
　また、リン酸三カルシウム、炭酸カルシウム、酸化チタン、コロイダルシリカ、ヒドロ
キシアパタイト等の無機化合物分散剤も用いることができる。
【０１０２】
　上記の樹脂微粒子、無機化合物分散剤と併用して使用可能な分散剤として、高分子系保
護コロイドにより分散液滴を安定化させても良い。例えばアクリル酸、メタクリル酸、α
－シアノアクリル酸、α－シアノメタクリル酸、イタコン酸、クロトン酸、フマール酸、
マレイン酸または無水マレイン酸などの酸類、あるいは水酸基を含有する（メタ）アクリ
ル系単量体、例えばアクリル酸－β－ヒドロキシエチル、メタクリル酸－β－ヒドロキシ
エチル、アクリル酸－β－ヒドロキシプロビル、メタクリル酸－β－ヒドロキシプロピル
、アクリル酸－γ－ヒドロキシプロピル、メタクリル酸－γ－ヒドロキシプロピル、アク
リル酸－３－クロロ２－ヒドロキシプロビル、メタクリル酸－３－クロロ－２－ヒドロキ
シプロピル、ジエチレングリコールモノアクリル酸エステル、ジエチレングリコールモノ
メタクリル酸エステル、グリセリンモノアクリル酸エステル、グリセリンモノメタクリル
酸エステル、Ｎ－メチロールアクリルアミド、Ｎ－メチロールメタクリルアミドなど、ビ
ニルアルコールまたはビニルアルコールとのエーテル類、例えばビニルメチルエーテル、
ビニルエチルエーテル、ビニルプロピルエーテルなど、またはビニルアルコールとカルボ
キシル基を含有する化合物のエステル類、例えば酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪酸
ビニルなど、アクリルアミド、メタクリルアミド、ジアセトンアクリルアミドあるいはこ
れらのメチロール化合物、アクリル酸クロライド、メタクリル酸クロライドなどの酸クロ
ライド類、ビニルピリジン、ビニルピロリドン、ビニルイミダゾール、エチレンイミンな
どの含窒素化合物、またはその複素環を有するものなどのホモポリマーまたは共重合体、
ポリオキシエチレン、ポリオキシプロピレン、ポリオキシエチレンアルキルアミン、ポリ
オキシプロピレンアルキルアミン、ポリオキシエチレンアルキルアミド、ポリオキシプロ
ピレンアルキルアミド、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル、ポリオキシエチレ
ンラウリルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンステアリルフェニルエステル、ポリオ
キシエチレンノニルフェニルエステルなどのポリオキシエチレン系、メチルセルロース、
ヒドロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロースなどのセルロース類などが
使用できる。
【０１０３】
　分散の方法としては特に限定されるものではないが、低速せん断式、高速せん断式、摩
擦式、高圧ジェット式、超音波などの公知の設備が適用できる。この中でも、分散体の粒
径を２～２０μｍにするために高速せん断式が好ましい。高速せん断式分散機を使用した
場合、回転数は特に限定はないが、通常１０００～３００００ｒｐｍ、好ましくは５００
０～２００００ｒｐｍである。分散時間は特に限定はないが、バッチ方式の場合は、通常
０．１～５分である。分散時の温度としては、通常、０～１５０℃（加圧下）、好ましく
は４０～９８℃である。
【０１０４】
３）乳化液の作製と同時に、アミン類（Ｂ）を添加し、イソシアネート基を有するポリエ
ステルプレポリマー（Ａ）との反応を行わせる。
　この反応は、分子鎖の架橋および／または伸長を伴う。反応時間は、ポリエステルプレ
ポリマー（Ａ）の有するイソシアネート基構造とアミン類（Ｂ）との反応性により選択さ
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れるが、通常１０分～４０時間、好ましくは２～２４時間である。反応温度は、通常、０
～１５０℃、好ましくは４０～９８℃である。また、必要に応じて公知の触媒を使用する
ことができる。具体的にはジブチルチンラウレート、ジオクチルチンラウレートなどが挙
げられる。
【０１０５】
４）反応終了後、乳化分散体（反応物）から有機溶媒を除去し、洗浄、乾燥してトナー母
体粒子を得る。
　有機溶媒を除去するためには、系全体を徐々に層流の攪拌状態で昇温し、一定の温度域
で強い攪拌を与えた後、脱溶媒を行うことで紡錘形のトナー母体粒子が作製できる。また
、分散安定剤としてリン酸カルシウム塩などの酸、アルカリに溶解可能な物を用いた場合
は、塩酸等の酸により、リン酸カルシウム塩を溶解した後、水洗するなどの方法によって
、トナー母体粒子からリン酸カルシウム塩を除去する。その他酵素による分解などの操作
によっても除去できる。
【０１０６】
５）上記で得られたトナー母体粒子に、荷電制御剤を打ち込み、ついで、シリカ微粒子、
酸化チタン微粒子等の無機微粒子を外添させ、トナーを得る。
　荷電制御剤の打ち込み、および無機微粒子の外添は、ミキサー等を用いた公知の方法に
よって行われる。
　これにより、小粒径であって、粒径分布のシャープなトナーを容易に得ることができる
。さらに、有機溶媒を除去する工程で強い攪拌を与えることで、真球状からラクビーボー
ル状の間の形状を制御することができ、さらに、表面のモフォロジーも滑らかなものから
梅干形状の間で制御することができる。
【０１０７】
　図７は本発明に用いるトナーの形状を模式的に示す図である。
　本発明に用いるトナーの形状は略球形状であり、以下の形状規定によって表すことがで
きる。
　同図において、略球形状のトナーを長軸ｒ１、短軸ｒ２、厚さｒ３（但し、ｒ１≧ｒ２
≧ｒ３とする。）で規定するとき、本発明に用いるトナーは、長軸と短軸との比（ｒ２／
ｒ１）（同図（ｂ）参照）が０．５～１．０で、厚さと短軸との比（ｒ３／ｒ２）（同図
（ｃ）参照）が０．７～１．０の範囲にあることが好ましい。長軸と短軸との比（ｒ２／
ｒ１）が０．５未満では、真球形状から離れるためにドット再現性および転写効率が劣り
、高品位な画質が得られなくなる。また、厚さと短軸との比（ｒ３／ｒ２）が０．７未満
では、扁平形状に近くなり、球形トナーのような高転写率は得られなくなる。特に、厚さ
と短軸との比（ｒ３／ｒ２）が１．０では、長軸を回転軸とする回転体となり、トナーの
流動性を向上させることができる。
　なお、ｒ１、ｒ２、ｒ３は、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）で、視野の角度を変えて写真
を撮り、観察しながら測定した。
【０１０８】
　以上によって製造されたトナーは、磁性キャリアを使用しない１成分系の磁性トナー或
いは、非磁性トナーとしても用いることができる。
　また、２成分系現像剤に用いる場合には、磁性キャリアと混合して用いれば良く、磁性
キャリアとしては、鉄、マグネタイト、Ｍｎ、Ｚｎ、Ｃｕ等の２価の金属を含むフェライ
トであって、体積平均粒径２０～１００μｍが好ましい。平均粒径が２０μｍ未満では、
現像時に感光体１にキャリア付着が生じやすく、１００μｍを越えると、トナーとの混合
性が低く、トナーの帯電量が不十分で連続使用時の帯電不良等を生じやすい。また、Ｚｎ
を含むＣｕフェライトが飽和磁化が高いことから好ましいが、画像形成装置のプロセスに
あわせて適宜選択することができる。磁性キャリアを被覆する樹脂としては、特に限定さ
れないが、例えばシリコーン樹脂、スチレン－アクリル樹脂、含フッ素樹脂、オレフィン
樹脂等がある。その製造方法は、コーティング樹脂を溶媒中に溶解し、流動層中にスプレ
ーしコア上にコーティングしても良く、また、樹脂粒子を静電気的に核粒子に付着させた
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０μｍ、好ましくは０．３～４μｍがよい。以下、実施例を用いて本発明を更に詳細に説
明するが、本発明はこれらの実施例のみに限定されるものではない。なお、下記文中の量
を表す「部」は重量部を意味する。
【実施例１】
【０１０９】
・感光体の作製
　φ３０mmのアルミニウムシリンダー上に、下記組成の下引き層用塗工液、電荷発生層用
塗工液、電荷輸送層用塗工液を順次、塗布、乾燥することにより、３．５μｍの下引き層
、０．２μｍの電荷発生層、１８μｍの電荷輸送層を形成し、感光体を作製した。
〔下引き層用塗工液〕
　　・アルキッド樹脂　　　　　　　　　　　　　　　　　６部
　　（ベッコゾール１３０７－６０－ＥＬ、大日本インキ化学工業製）
　　・メラミン樹脂　　　　　　　　　　　　　　　　　　４部
　　（スーパーベッカミン　Ｇ－８２１－６０、大日本インキ化学工業製）
　　・酸化チタン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０部
　　・メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　５０部
〔電荷発生層用塗工液〕
　　・下記構造式（１）のビスアゾ顔料　　　　　　　　２．５部
　　・ポリビニルブチラール（ＸＹＨＬ、ＵＣＣ製）　　０．５部
　　・シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　２００部
　　・メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　８０部
【０１１０】
【化４】

【０１１１】
〔電荷輸送層用塗工液〕
　　・ビスフェノールＺポリカーボネート　　　　　　　　１０部
　　（パンライトＴＳ－２０５０、帝人化成製）
　　・下記構造式（２）の低分子電荷輸送物質（Ｄ－１）　　７部
　　・テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　１００部
　　・１％シリコーンオイルのテトラヒドロフラン溶液　　　１部
　　　（ＫＦ５０－１００ＣＳ、信越化学工業製）
【０１１２】
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【化５】

【０１１３】
・評価
　評価装置は（株）リコー製ＭＦＰ　ｉｍａｇｉｏ　Ｎｅｏ　Ｃ６００の黒ステーション
を改造したものを用いた。プロセスカートリッジは図２に示した構成とし、帯電部材とし
ては直径１１ｍｍの硬質樹脂ローラを用い、感光体とのギャップを５０μｍに調整した。
帯電条件としては－６００ＶのＤＣ成分に、ＡＣ成分としてＶｐｐ＝２ｋＶ、周波数＝２
．１ｋＨｚの正弦波を重畳した交番電界を印加した。また、潤滑剤３ｂとして直方体に成
型したステアリン酸亜鉛をブラシローラ３ａに押圧８００ｍＮで当接し、感光体上にブラ
シを介してステアリン酸亜鉛を供給する構成とした。ブラシローラの繊維は毛足の長い繊
維の方が毛足長さ５ｍｍで繊維太さが２デニール、繊維密度１５万本／ｉｎｃｈ２。短い
繊維の方が毛足長さ３ｍｍで繊維太さが１５デニール、繊維密度２万本／ｉｎｃｈ２。材
質はポリエステルである。毛足長さの長い繊維と短い繊維の面積比率は１：１である。
　毛足の長い繊維は潤滑剤と感光体の両方に接触しているが、毛足の短い繊維は感光体の
みにしか接触していない。この改造評価機を用い、上記のように作製した感光体を搭載し
て１０００００枚のランニングを行った。ランニング途中に画像上黒スジが発生した場合
は発生するまでの枚数をカウントし、１０００００枚まで黒スジが未発生だったものにつ
いては評価終了後の感光体摩耗量、および潤滑剤消費量を測定することとした。結果を表
１に示す。
【０１１４】

【表１】

【実施例２】
【０１１５】
　実施例１と同様にして下引き層、電荷発生層、電荷輸送層を塗布した。
　この電荷輸送層上に、下記組成の表面層用塗工液をスプレー塗工し、メタルハライドラ
ンプ：１６０Ｗ、照射距離：１２０ｍｍ、照射強度：２００ｍＷ／ｃｍ２、照射時間：２
０秒の条件で光照射を行い、更に１３０℃で２０分乾燥を加え４μｍの保護層を設けて、
感光体を作製し、実施例１と同じ構成のプロセスカートリッジに装着して同様の評価をし
た。
【０１１６】
〔保護層用塗工液〕
　　・電荷輸送性構造を有さないラジカル重合性モノマー　１０部
　　カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート 
　（ＫＡＹＡＲＡＤ ＤＰＣＡ－１２０、日本化薬製） 
　　分子量：１９４７、官能基数：６官能、分子量／官能基数＝３２５
　　・電荷輸送性構造を有するラジカル重合性化合物　　　１０部
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　　　（例示化合物Ｎｏ．５４）
　　・光重合開始剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１部
　　　１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン
　　　　（イルガキュア１８４、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ製）
　　・テトラヒドロフラン　　　　　　　　　　　　　　１００部
【実施例３】
【０１１７】
　実施例２の感光体を用いて、図３に示した構成にて同様の評価を行った。クリーニング
ブラシローラ８ｅは実施例１、２と同じ構成とした。
【実施例４】
【０１１８】
　実施例２の感光体を用いて、図３に示した構成にて同様の評価を行った。ただし、クリ
ーニングブラシローラの繊維はともに３デニール、繊維密度１０万本／ｉｎｃｈ２で、毛
足の長い繊維の方が毛足長さ５ｍｍの直毛で、短い繊維の方が毛足長さ３ｍｍでループ形
状となったブラシローラを使用した。材質はポリエステルである。毛足長さの長い繊維と
短い繊維の面積比率は１：１である。
【実施例５】
【０１１９】
　実施例２の感光体を用いて、図３の構成にて同様の評価を行った。ただし、クリーニン
グブラシローラの繊維は実施例１と同じで、毛足長さ５ｍｍの繊維のみ図５ａのように斜
め方向に毛倒れしたブラシローラを使用した。
【実施例６】
【０１２０】
　潤滑剤として以下に示す化合物を使用した以外は実施例２と同じ構成で同様の評価を行
った。
　疎水性有機化合物（Ａ）としてノルマルパラフィン（重量平均分子量Ｍｗ６４０）が６
０%、トリステアリン酸ソルビタン（ＨＬＢ＝１．５）が４０%からなる組成物を、１２０
℃にて溶融して型に流し込み、直方体の潤滑剤を作製した。
　ＨＬＢ値は、式（３）のいわゆる川上式により算出した。
ＨＬＢ＝７＋１１．７ｌｏｇ（Ｍｗ／Ｍｏ）　　　　　　　　　　　　　　　　式（３）
　ここで、Ｍｗは親水性部分の分子量、Ｍｏは親油基の分子量、ｌｏｇは常用対数を示す
。
【０１２１】
＜比較例１＞
　実施例２において、ブラシローラ３ａに毛足長さが３ｍｍで繊維太さが全て１５デニー
ル、繊維密度２万本／ｉｎｃｈ２のポリエステル製ブラシローラを使用した以外は同じ構
成で同様の評価を行った。
【０１２２】
＜比較例２＞
　実施例２において、ブラシローラ３ａに毛足長さが３ｍｍで繊維太さが全て２デニール
、繊維密度１５万本／ｉｎｃｈ２のポリエステル製ブラシローラを使用した以外は同じ構
成で同様の評価を行った。
【０１２３】
＜比較例３＞
　実施例２において、ブラシローラ３ａに毛足長さが２種類で、毛足長さ３ｍｍで太さ２
デニール、繊維密度１５万本／ｉｎｃｈ２の繊維と毛足長さ５ｍｍで太さ１５デニール、
繊維密度２万本／ｉｎｃｈ２のポリエステル繊維を１：１の面積比で貼り付けたブラシロ
ーラを使用した以外は同じ構成で同様の評価を行った。
　実施例２～６および比較例１～３の結果を表２に示す。
【０１２４】
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【表２】

【０１２５】
　以上のように、実施例１～６においては、毛足が長く細い繊維と、毛足が短く太い繊維
を組み合わせることにより、感光体上に均一に潤滑剤を塗布することで、帯電部材の汚れ
がなく、感光体上をブラシで適度に研磨して良い状態を保っているため、長期に亘って帯
電汚れによる黒スジやフィルミングによる画像ボケのない良好な画像を維持することがで
きた。
　これに対して比較例では帯電部材の汚れによる黒スジや、フィルミングによる画像ボケ
が早期に発生している。
　実施例２では、感光体表面層中に架橋性樹脂を含有させたので、感光体磨耗に対してよ
り一層優れた効果が得られている。
　実施例４では、実施例１～３と同様に異常画像の発生もなく耐久性を満足している。
　実施例５では、感光体磨耗量および潤滑剤消費量が実施例１～４と比べて少なくなって
いる。
　実施例６では、実施例１～５と同様に異常画像の発生もなく耐久性を満足している。
【図面の簡単な説明】
【０１２６】
【図１】本発明を適用する画像形成装置の概略構成を示す図である。
【図２】４つの作像ユニットのうちの１つを拡大して示す図である。
【図３】潤滑剤塗布装置の他の実施形態を示す図である。
【図４】ブラシの構成を説明するための図である。
【図５】ブラシローラの他の実施形態を示す図である。
【図６】形状係数を説明するためにトナーの形状を模式的に表した図である。
【図７】本発明に用いるトナーの形状を模式的に示す図である。
【符号の説明】
【０１２７】
　　１　　　感光体（像担持体）
　　２　　　帯電装置
　　３　　　潤滑剤塗布装置
　　４　　　現像装置
　　７　　　定着装置
　　８　　　クリーニング装置
　　９　　　露光装置
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【図３】

【図４】 【図５】
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